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はじめに 

 
科学技術分野における卓越した人材の確保は，我が国にとって重要な課

題である。それを目指そうとする子どもたちは，嶮しく高い未踏の知の創

造に，一生をかけて挑戦するかけがえのない宝である。しかしながら，理

科や数学に高い興味・関心や能力を示す子どもが，その能力を最大限に伸

長し，科学技術分野における才能を開花できるよう支援する体制が，確立

されているとは言い難い状況にある。 

このため，平成 19 年度に設立した独立行政法人科学技術振興機構(ＪＳ

Ｔ)理科教育支援センターは，「理科教育支援検討タスクフォース」を設け，

有識者による検討を進めている。 

平成 21 年 1 月にはタスクフォースの下に，理数系の才能を育てるシス

テムを，いかに構築するかを検討するため，才能教育分科会が設けられた。

本文書は，分科会が専門的な立場から検討してきた結果の報告である。 

分科会での検討に用いた資料と平成21年7月に公開した中間報告書は，

当センター運営サイト「理科支援ネット（http://rikashien.jst.go.jp）」

に掲載しており，ご参考いただければ，幸いである。 

分科会は，本報告書をとりまとめるにあたり，中間報告書の公開やシン

ポジウムなどを通じて，できるだけ多くの方々のご意見を拝聴するよう努

めてきたが，我が国において理数系の才能を育てる取り組みの歴史と経験

は浅く，今後，社会の支持を得て取り組みを推進するためには，幅広い方々

とのコミュニケーションを継続することが不可欠と考えている。ＪＳＴに

おいては，引き続き社会との対話に努力してほしい。 
我が国の将来を担う逞しい若者を育成し，安全・安心な社会と世界の持

続的発展に貢献する日本を実現していくため，本分科会での検討結果が，

重要な役割を果たすものとなることを願うとともに，そのために，国がリ

ーダーシップを発揮し，社会全体から協力が得られるよう呼びかける次第

である。 
 
 
 
平成 22 年３月 
 

理科教育支援検討タスクフォース才能教育分科会 
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１．才能教育をめぐる状況 

（１）個の能力に応じた教育 

子どもたちが，将来，社会で充実して活躍できるように，彼らのもつ能力を開花させ発達

させることは，教育の本来の役割である。 

教育基本法は，教育の目標について， 

「個人の価値を尊重して，その能力を伸ばし，創造性を培い，自主及び自律の精神を養うとともに，

職業及び生活との関連を重視し，勤労を重んずる態度を養うこと。」（第二条二） 

と述べ，また，教育の機会均等については， 

「すべて国民は，ひとしく，その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなければならず，人種，

信条，性別，社会的身分，経済的地位又は門地によって，教育上差別されない。」（第四条） 

としている。 

学校教育法においては，義務教育の目標について， 

「職業についての基礎的な知識と技能，勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路を選択す

る能力を養うこと。」（第二十一条十） 

を挙げ，高等学校の目標として， 

「1．義務教育として行われる普通教育の成果をさらに発展拡充させて，豊かな人間性，創造性及び

健やかな身体を養い，国家及び社会の形成者として必要な資質を養うこと。2．社会において果たさ

なければならない使命の自覚に基づき，個性に応じて将来の進路を決定させ，一般的な教養を高め，

専門的な知識，技術及び技能を習得させること。3．個性の確立に努めるとともに，社会について，

広く深い理解と健全な批判力を養い，社会の発展に寄与する態度を養うこと。」（第五十一条） 

と述べている。 

即ち，義務教育段階で，子どもたちはそれぞれの能力を伸長させ，高等学校では，その成

果をさらに発展拡充させることが目標となっている。 

 

個の能力に応じた教育については，過去，中央教育審議会において幾度もその重要性が指

摘されてきた。 

昭和 46 年の答申「今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策につい

て」では， 

「すべての個人は生得的にも後天的にもひとりひとり特性を異にし，同じことを修得させるために

も同じ教育方法でよいとは限らず，まして，個性的な発達をはかるべき時期には教育の内容・方法

については画一をさけ，慎重なくふうが必要である。」 

と指摘し，個の能力に応じた教育の進展を促した。 

平成９年の答申「21 世紀を展望した我が国の教育の在り方について」において， 

「我が国においては，教育における平等を重視し，形式的な平等のみならず結果の平等までをも期

待した結果，教育システムを画一的なものとして構築したり，これを硬直的に運用するという傾向

を生じてしまったことも事実である。すなわち，教育内容・方法，学校制度など教育システム全般

にわたって，子どもたちや保護者の主体的な選択を尊重し，子どもたち一人一人の多様な個性や能
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力の伸長を図っていくという点に必ずしも十分意が用いられてこなかったと言える。また，学（校）

歴を偏重する社会の問題を背景に，過熱化する受験競争の中，入学者選抜については，単一の尺度

である学力試験が偏重され，子どもたちの多様な個性や能力が十分評価されてこなかった。」 

と，依然，個の能力に応じた教育が進展していないことを指摘している。そして，「今後は，

「全員一斉かつ平等に」という発想を「それぞれの個性や能力に応じた内容，方法，仕組

みを」という考え方に転換し，取組を進めていく必要がある。」と述べ，特に重要な課題と

して， 

[1] 大学・高等学校の入学者選抜の改善 

[2] 中高一貫教育 

[3] 教育上の例外措置 

の３点が挙げられている。 

入学者選抜の改善については，選抜方法の多様化や評価尺度の多元化への一層の転換，受

験機会の拡大，初等中等教育の改善の方向を尊重した入学者選抜の改善，推薦入学の改善，

アドミッション・オフィスの整備など，数多くの方策が示され，その後の施策の中で実現

が図られてきた。 

中高一貫教育については，「６年間にわたり生徒を継続的に把握することにより生徒の個

性を伸長したり，優れた才能の発見がよりできること」など本答申で示された様々な利点

があると，今日まで，中高一貫教育を実施する学校は徐々にその数を増してきている。 

そして，教育上の例外措置については，稀有な才能を有する者を対象として，大学入学

年齢の特例，いわゆる「飛び入学」を 17 歳から認めることという本答申の提言を受けて，

平成９年に「数学又は物理学」の分野に限定して制度化され，その後，平成 13年の学校教

育法等の改正により，対象分野を問わず行うことが可能となった。千葉大学が平成 10 年度

入試から，名城大学が平成 13年度入試から飛び入学を導入し，平成 20年度は，国立大学 1

校，公立大学１校，私立大学４校の計６大学で実施されている。  

 
（２）科学技術基本法と第３期科学技術基本計画 

平成７年に成立した「科学技術基本法」においては， 

「国は，青少年をはじめ広く国民があらゆる機会を通じて科学技術に対する理解と関心を深めるこ

とができるよう，学校教育及び社会教育における科学技術に関する学習の振興並びに科学技術に関

する啓発及び知識の普及に必要な施策を講ずるものとする。」（第五章 科学技術に関する学習の振

興等 第十九条） 

とされており，現在実施中である「第３期科学技術基本計画」（平成 18～22 年度）におい

ては， 

「第３期科学技術基本計画」（抜粋） 

次代の科学技術を担う人材の裾野の拡大 

① 知的好奇心に溢れた子どもの育成 

理科や数学が好きな子どもの裾野を広げ，知的好奇心に溢れた子どもを育成するには，初等中等

教育段階から子どもが科学技術に親しみ，学ぶ環境が形成される必要がある。このため，優れた研
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究者等が学校に出向いて子どもや親に語るなど，研究者等の顔が子どもに見える機会を拡大すると

ともに，意欲ある教員・ボランティアの取組や大学・公的研究機関・企業・科学館・博物館等と学

校の連携を支援することで，観察・実験等の体験的・問題解決的な学習の機会を充実する。不足や

老朽化が著しい小・中・高等学校等の実験器具等の設備の充実を図る。さらに，子どもが分かりや

すいデジタル教材・番組の開発・提供を進めるとともに，様々な主体による科学技術コンテスト等

の開催を促進する。 

また，高度・先端的な内容の理科，数学，技術等の教科を分かりやすく教え，魅力ある授業を行

うことができる教員の養成と資質向上のため，教員養成系大学を中心として，大学における教職課

程の教育内容・方法の見直しと充実を図る。さらに，教員の専修免許状の取得のための取組を推進

するとともに，高い専門性と実践的な指導力を発揮できる教員の養成を行うことができるよう，教

員養成における専門職大学院制度の活用やそのあり方を検討する。また，幼稚園から高等学校に至

る教員養成系大学附属学校において，教育内容・方法について大学の研究成果を取り入れた理数教

育を行うなど，大学と連携した実践的な取組を継続的に実施する。 

② 才能ある子どもの個性・能力の伸長 

効果的な理数教育を通じて理科や数学に興味・関心の高い子どもの個性・能力を伸ばし，科学技

術分野において卓越した人材を育成していく必要があり，理数教育を重視する高等学校等に対する

支援制度を拡充するとともに，才能ある子どもの各種の国際科学技術コンテスト等への参加を促進

する。 

また，大学入学者選抜の影響に関わらず才能ある児童生徒の個性・能力の伸長を図ることができ

るよう，高等学校と大学の接続，いわゆる高大接続の改善を進める。具体的には，高等学校段階に

おいて顕著な実績をあげた生徒がアドミッション・オフィス（ＡＯ）入試等の方式により適切な評

価が得られるようにすることや，大学の協力を得ながら科学技術関係人材育成のための特別な教育

課程を高等学校が編成すること，さらには，高校生を科目等履修生などとして大学に受け入れたり

大学の教員が高等学校に出向いて授業を行うなど高校生が大学レベルの教育研究に触れる機会を提

供する取組を行うことなど，工夫・改善を促進する。 

を行うこととされている。 

これを受けて，平成 14 年度から実施されている「スーパーサイエンスハイスクール(1)」

において，高校生が，大学レベルの高度な理数の教育・研究に触れる機会を提供し，生徒

の興味や関心を高め，その能力の伸長を図っていく取り組みが行われている他，現在，初

等中等教育段階の児童生徒に対する様々な科学技術人材育成施策が進められている。 
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（３）理数系の才能を育てる方策の必要性 

観察や実験を実施できる設備・教材及び多くの分野の専門家の協力が不可欠。 

 音楽や芸術，スポーツの分野では，国公私立の音楽学校や美術学校，国立スポーツ科学

センターといった専門的育成機関に，民間の指導者によるクラブや教室などが多数存在し，

子どもの身近な場所で，その才能が育成されている。 

科学技術系については，さまざまな観察や実験を実施できる設備や器材が必要であり，

かつ，さまざまな分野の専門家が指導に当たる必要がある。しかし，このような学習環境

は，多くの高度な専門性をもつ教員で構成された学校か，大学あるいは研究機関等でなく

ては実現することが難しい。したがって，科学技術に高い意欲や能力を有する子どもを育

てるためには，そのような大学・研究機関等の協力を得つつ，才能教育の場やしくみを構

築することが必要である。 

高い能力を有する子どもたちは多いが，早期にその能力を伸ばす機会を得られる者は少

ない。 

 わが国は，国際数学・理科教育動向調査（ＴＩＭＳＳ）やＯＥＣＤによるＰＩＳＡ調査

などの国際学力調査の結果を見ても，平均的な学力水準が高いばかりでなく，特に高い学

力を示す小・中・高等学校生が数多い国である。これら高い学力層の多くは，学校におい

て標準的なカリキュラム，つまり，最低基準である学習指導要領に則って作成された教科

書や標準的な指導法による理数教育を受けている。学校外での学習塾や家庭での学習教材

を利用した学習においても，高い意欲や能力を有する子どもが必ずしもその能力を伸長さ

せる学習機会を得られるわけではない。高い水準の知識や能力が試される国際科学オリン

ピックの国内大会への参加者数は，平成 20 年度は 7555 名であり，仮に高校生に限定した

としても，その割合は，高校生全体の約 0.2％に過ぎない。このことは，高い意欲や能力を

有する子どもたちが，その能力に見合った高い水準の学習機会を十分に受けることができ

ていないことを示唆している。 

一方，才能教育に全米一の州予算（2006 年度 170 百万ドル）を投じている米国ジョージ

ア州では，才能児を「高水準の知的能力と（あるいは）創造性，及び極めて高い学習意欲

を示し，また，特定の学習分野に優れており，特別な教授や補足的な学習がなければ，そ

の能力に見合った学習水準への到達ができない子ども」と定義し，公教育として，このよ

うな才能児の能力に適切な学習内容，教授法，学習目標をもつ「区別したカリキュラム」

（Differentiated Curriculum)を提供することが必要であると捉えている（資料：小倉, 

2008）。これは，高い能力を有する子どもに対する特別支援教育が必要という考え方であり，

そのような子どもに対して，専門の指導者を配置し，特別なカリキュラムが提供されてい

る。ジョージア州では才能児は，別表に示す特徴のうち一ないしは多くを示すとされてお

り，才能児として認定されている子どもは，小・中・高等学校生全体の約 9％である。これ

には，理数に限らず様々な領域の才能が含まれるが，日本においても，こうした子どもは

身近に見られ，もしこの割合を適用するならば，その数は 1学年当たり約 11 万人（全体を

120 万人とした場合）という規模になる。 
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科学技術分野のヒーロー，ヒロインは，我が国の将来について明るい夢を提供する。 

日本人がノーベル賞を受賞したり大きな発見を成し遂げる度に社会全体から祝福を受け，

大リーグのイチロー選手は，日本人のヒーローであるとともに，世界中の野球ファンから

尊敬されていることで明らかなように，科学技術分野で，日本人のヒーローを生み出し，

世界の科学技術をリードすることは，社会が期待することである。そのようなヒーロー，

ヒロインがもつ，困難な課題に果敢にチャレンジする勇気や精神的な強さは，科学や技術

が，そもそも好きであるということに加えて，子どもの頃からの様々な体験を通じて，形

づくられていくものである。また，科学技術分野のヒーロー，ヒロインが身近に感じられ

ることは，子どもたちにとって，将来，科学技術の創造に関わる意欲につながる。 

現在，これまで経験したことのないような課題が，地球規模で進行しつつある。これら

の課題克服のために国際社会で役割を発揮しつつ，天然資源に乏しい日本が，将来にわた

り，安全・安心で豊かな社会や文化を維持し発展させるためには，各分野で高度な能力を

発揮できる人材の育成が最も重要な課題である。 

しかしながら，少子化が進行する中で人材の量的確保は一層困難となることが予想され，

今後，子ども一人ひとりがその能力を最大限に伸長させ，社会で十分に活躍できるように

成長させることが教育の重要な役割となる。科学技術立国を標榜するわが国にとって，初

等中等教育段階から理数の優れた才能を見出し，育てることにより，社会の困難な課題を

解決するイノベーションを生み出す原動力となる卓越した人材を生み出し，科学技術の発

展を通じて世界の持続的発展に貢献することが，国際社会の中でのわが国の役割であり期

待であると言える。 
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別 表 

才能児の特徴 

 

・ 学習速度が速い，反復不要，短い説明 

・ 記憶力が優れている 

・ 細部にはこだわらない 

・ 繰り返し作業に飽きやすい 

・ 強烈な好奇心 

・ 熱心に学習する 

・ 分かることを強く求める 

・ 表現力，言語力が高く，数や記号を効果

的に用いる 

・ コミュニケーション（言語的，身体的，

芸術的，記号的）がうまい 

・ 事例やイラストや図解などを用いる能力

が高い 

・ 既習事項や教科間を容易に関連づけて理

解する 

・ 普通でない突飛な連想をする 

・ 情報を扱う能力が高い 

・ 批評的に思考し，問題の解決に向けて論

理的に思考する 

・ パターン認識に優れる 

・ 知的な遊びを好む 

・ 直観的で（あるいは）洞察的 

・ 感性が深い 

・ ユーモアが分かる，使える 

・ 高度に想像的，ユニーク（独特）で他人

と異なるアイデアを出す 

・ 新たなデザインを創り出す，発明的であ

る 

・ 学習事項の深い意味を考える傾向がある 

・ 複雑で抽象的な概念を理解する 

・ 推論や一般化が得意 

・ メタファーやアナロジーが得意 

・ 発見的手法で効果的に問題を認識したり

解決する 

・ 特異に強い興味・関心 

・ 自分から始められる 

・ 挑戦することに意欲を示す 

・ 自分で設定したゴールに向かって集中し

て取り組む 

・ エネルギッシュで忍耐強い 

・ 注意力が持続する 

・ 同時に複数の活動や複数の問題解決に取

り組める 

・ 不確かさを許容でき（あるいは）オープ

ンエンドな課題を立てる 

・ 自主的な学習機会で成果を上げる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Georgia Department of Education 

(GDOE) (2006)Resource Manual for 

Gifted Education Services. 

http://www.doe.k12.ga.us/

8



 

２． 才能教育の目標 

本分科会では，才能教育の目標を検討するに当たり，才能教育の取り組みを分類する概

念的な枠組みとして， 

・個々の児童・生徒に応じて，その能力を伸ばすための才能教育を「才能教育Ⅰ」 

・社会における優れた人材のニーズに沿って才能豊かな特定の児童・生徒に高度な能力  

を育む教育を「才能教育Ⅱ」 

とし，ⅠとⅡの総体として才能教育を捉えた。 

図１は，その概念を示したものである。 

 

公教育では，主として，全人教育の観点から，すべての子どもに，基礎・基本を身に付

けさせるとともに，個に応じた教育（才能教育Ⅰ）によって，ひとりひとりの能力を十分

に伸長させる。社会教育として，学校と社会が連携して，必要とされる分野で高度な能力

をもつ人材を育成するプログラムを提供すること（才能教育Ⅱ）によって，特定の分野に

高い意欲や能力をもつ子どもを，その分野において優れた才能を発揮できる人材に成長さ

せる。 

 また，個に応じた教育によって能力を伸長させた子どもが，ある特定分野の科学技術に

高い意欲や能力を示すようになるためには，自身の能力が，特定の科学技術分野で特に発

揮され，その分野で将来活躍できるという可能性に気づく必要がある。つまり，個のもつ

潜在的な能力を見出し，発揮させる取り組みが必要である。 

  

以上を整理すると，科学技術系の才能教育は，以下を目標とするものと捉えられる。 

・ 才能を育む基盤として，個に応じて，個のもつ能力を最大限に伸長させること 

（才能教育Ⅰ） 

・ 個の潜在的な能力を見出し，発揮させること（才能教育Ⅱ-ａ） 

・ 高い才能を有する生徒に高度な専門的能力を育むこと（才能教育Ⅱ-ｂ）  

 

さらに，これらの才能教育の目標を実現するためには，その環境として，才能教育に関

する取り組みが社会全体から支持され，協力を得られることが必要である。才能教育を進

展させることが，社会に豊かな社会・文化の発展をもたらし，世界の持続的発展に寄与す

るものであるという認識が共有され，社会全体から支えられ発展する基盤づくりを進める

ことも，才能教育の大切な目標である。 
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形式的に平等な教育

才能教育Ⅰ

才能を育む基盤として，個に応じて，個の持つ能力を最大限に
伸長させる教育

科学者 技術者 芸術家ピアニ
スト

スポー
ツ選手

理科が好き 数学が得意 体育が得意

体育は苦手数学は苦手理科は嫌い

創 造

図1 子どもたちの才能を育み，豊かな社会・文化の発展へ

個に対応

社会との
連携

豊かな社会・文化の発展

b. 高い才能を有する生徒に高度な専門的能力を育む教育

a. 個の潜在的な能力を見出し，発揮させる教育

才能教育Ⅱ
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３．我が国の才能教育の現状と課題 

我が国における才能教育に関する課題を明らかにするために,（１）才能を育む機会，（２）

才能教育を取り巻く環境，の２観点から現状を分析した。（１）才能を育む機会については，

①才能を育む基盤としての個に応じた多様な機会，②潜在的能力を見出し発揮させる機会，

③高い才能を有する生徒に高度な専門的能力を育む機会の３つの視点で，また，（２）才能

教育を取り巻く環境については，①才能教育に対する社会的な意識，②才能教育に関わる

指導者，③才能教育に関する調査・研究の３つの視点で現状を分析して見出された課題に

ついて述べる。 

 

(１)才能を育む機会 

①才能を育む基盤としての個に応じた多様な機会 

○ 理科授業における個に応じた学習とキャリア学習の機会 

学校の理科授業において，個に応じた学習を進展させ，理解の進んでいる児童生徒に

対する発展的な課題の提供や学習指導の充実を図る必要がある。また，学校と大学や

企業，研究機関等との連携を促進し，児童生徒に，最先端の科学技術や科学技術が関

わる職業について学習する機会，若手や先導的な科学者や技術者，女性研究者らと触

れ合う機会を提供し，職業としての科学技術に対する理解を深め興味・関心を喚起す

る必要がある。 

「平成 20 年度小学校理科教育実態調査」，「平成 20 年度中学校理科教師実態調査」，

「平成 20 年度高等学校理科教員実態調査」（ＪＳＴ，国立教育政策研究所）では，「担

当する授業において，理解が進んでいる生徒に対して，発展的な課題を与えたり，授業

の合間や放課後などに指導したりしていますか」に対して，肯定的な回答をした教員の

割合は，小学校学級担任で 15％，中学校理科教員で 23％，高等学校普通科の「総合的

な理科」（理科総合Ａ，Ｂ，理科基礎を含む）担当教員で 36％に過ぎない。学校の理科

授業において，理解が進んでいる児童生徒に対する個に応じた指導が十分行われていな

い現状である。（参考資料１図 1参照） 

また，児童生徒が科学技術の専門家に接触できる機会が少なく，最先端の科学技術や

職業としての科学技術についての学習が十分なされていない。科学者や技術者の特別

講義・講演会を少なくともいずれかの学年で実施している高等学校の割合は，普通科

では37％に過ぎない（（参考資料１図2参照）「平成20年度高等学校理科教員実態調査」

（ＪＳＴ，国立教育政策研究所），以下，出典を記さない場合の高等学校の調査データ

は本調査による）。小中学校においても，外部の理科の専門家が科学技術について教え

る機会を年に１回以上設けている割合が，小学校で最も高い第６学年で26％，中学校

で最も高い第３学年でも10％に止まっている（（参考資料１図3参照）「平成20年度小学

校理科教育実態調査」，「平成20年度中学校理科教師実態調査」（ＪＳＴ，国立教育政策

研究所），以下，出典を記さない場合の小中学校の調査データは両調査による）。 

高等学校では，大学や研究機関等と連携した研究施設見学や体験学習の機会を，少な

くともいずれかの学年で実施している割合が，理数科で94％，ＳＳＨ校で100％と高い

が，理工系進学者の大半が所属する普通科では39％と一部に止まっている。（参考資料
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１図4参照）さらに，高等学校の理科教員と科学技術の専門家とのつながりについて，

研修や研究目的で大学や研究機関等の専門家と会合することが年１回以上あると回答

した理科教員の割合は，理数科で47％，ＳＳＨ校で66％であるが，普通科では31％と

低い。（参考資料１図5参照） 

このように，理数科やＳＳＨ校では，科学技術の専門家との関係構築を進め，生徒

に最先端の科学技術について学習する機会や科学者や技術者と触れ合う機会の提供に

積極的に取り組む傾向が見られるが，高等学校の約７割，大学進学者の約９割を占め

る普通科では，取り組みが十分とは言えない現状である。 

また，女子生徒に対する職業としての科学技術に関する学習機会の提供が不十分で

ある。ＯＥＣＤ（2006）によると，我が国で大学の理系分野に進学した女子学生の割

合は約 14％と 16 カ国中で最低となっている。（参考資料１図 6参照）現在，女子生徒

の理系キャリア意識を高めるための「女子中高生の理系進路選択支援事業」（参考資料

１図 7 参照）が行われているが，今後より一層，女子生徒がロールモデルとしての女

性の研究者や技術者と触れ合う機会を提供し，職業としての科学技術に対する理解を

深め興味や関心を喚起する必要がある。なお，性別に関わらず，若手や先導的な科学

者や技術者と触れ合う機会を提供することは，最先端の科学技術や科学技術が関わる

職業についての理解を深め，理系へのキャリア意識を形成する上で効果的である。 

 

○ 才能を育む場としての科学部の整備と児童生徒の科学研究の機会 

科学技術に意欲や能力の高い児童生徒が集まり，その才能を伸ばす場として，科学部

の整備を進め，活動費の提供や，生徒の科学研究成果の発表機会や科学部間の競技会

を設けるなどして，活動を活性化する必要がある。また，小学校から児童生徒の理科

自由研究を奨励することによって，主体的で継続的な探究心，創造性，問題解決力な

どを育み，科学部等でより高度な科学研究に取り組む生徒を育成する必要がある。 

科学技術に意欲や能力の高い児童生徒が主体的に継続的な科学研究に携わる機会と

して，理科自由研究や中学校・高等学校の科学部での活動が貴重である。 

科学研究コンテスト等で優秀と認められる研究の多くが学校の科学部活動の成果で

あることから，科学部が科学技術に意欲や能力の高い生徒の活躍の場であるとともに，

将来，新たな科学技術を生み出す基盤となる創造性や独創性を育む場を提供していると

考えられる。スーパーサイエンスハイスクール指定校の中にも主対象の生徒が科学部に

所属して科学研究で高い成果を上げている学校が多いことから，今後，中学校や高等学

校の科学部の活動を促進することで高い有効性をもつことが示唆される。 

科学部を設置している学校の割合は，高等学校普通科では 71％であるが，中学校で

は 34％と，約３校中１校に過ぎない。（参考資料１図 8 参照）また，理科教員のうち，

日常科学部の指導を担当している教員の割合は，高等学校普通科で 36％，特に中学校で

６％と低い。（参考資料１図 9 参照）特に中学校段階において，科学部の整備と理科教

員の関与が不十分な現状である。その大きな原因に，中学校では，運動部顧問のニーズ

が高く，人員的に理科教員が科学部の顧問に就くことが困難な状況であることが挙げら

れる。中学校理科教員の 60％が，理想では科学部の指導に力を入れて取り組みたいと思
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っている一方で，日常，科学部以外の部活動の指導を担当している中学校理科教員の割

合は 86％に達している。（参考資料１図 10 参照）運動部の顧問に就く人材を外部から迎

えるとともに，より魅力的な科学研究を行うための活動費を提供して科学部に所属する

生徒を増やすなどして，科学部の指導に理科教員が直接関与できるようにする必要があ

る。 

米国においては，科学技術に関する様々な分野の競技（中学校・高等学校ともに 23

種目）を，運動部の競技会のように，学校対抗で競い合うサイエンス・オリンピアド

（Science Olympiad）の活動が活発であり，小学生からの科学技術好きを育成し，中学

校や高等学校の科学部の活動の活性化に役立っている。そうした科学部の競技会が我が

国に育っていない。 

高等学校段階では，北海道など一部の地域で，科学部間の成果発表会が定期的に開催

されているが，全国的には，本年（平成 21 年）５月に全国高等学校文化連盟が「自然

科学専門部」を設置して科学部の活性化に向けた全国的なコンクールの開催準備を始め

た段階である。今後の発展と支援が期待される。一方，中学校段階では科学部の活性化

に向けた組織的な動きがないが，次に述べる小・中・高等学校生による科学研究に関し

て，多くの地域で独自に成果発表会や表彰が行われており，科学部の活動の成果が評価

される貴重な機会となっている。 

我が国では，理科カリキュラムの必修事項でないにもかかわらず，小中学生の多くが

主として夏休みに理科の自由研究を行っている。児童生徒の理科自由研究の提出割合が

「半数程度より多い」と回答した学校の割合は，小学校第６学年で 37％，中学校第１学

年で 57％である。（参考資料１図 11参照）理科自由研究は，主体的で継続的な探究心や

創造性，問題解決力といった科学者や技術者が科学研究を行う上での基本的資質の涵養

につながる大切な学習機会である。今後もより多くの小中学生が理科自由研究を経験で

きるように子どもたちを支援したり奨励したりする必要がある。 

しかしながら，理科を教える教員は理科の自由研究や課題研究など科学研究に関する

指導技術が十分でない状況である。「自由研究の指導技術が十分である」に対して肯定

的な回答をした教員の割合は，小学校学級担任で 18％，中学校理科教員で 30％に止ま

っている。（参考資料１図 12 参照）また，高等学校普通科においても，「課題研究（ま

たは，探究的な活動）についての指導技術が十分あるか」に肯定的な回答をした教員の

割合は，総合的な理科を担当する教員では 41％である。（参考資料１図 13参照） 

理科を教える教員が，必ずしも自ら科学研究を経験していないことがその一因と考え

られる。主体的な科学研究を遂行するためには大学院教育を受けることが望ましいが，

理科教員における大学院修了者の割合は，中学校理科教員で 19％，高等学校普通科理科

教員で 33％である。（参考資料１図 14 参照）一方，米国の中等学校(2)の理科教員におけ

る大学院修了者の割合は 47％であり，より専門性の高い教員構成となっている。（参考

資料１図 15 参照） 
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○ 理数に重点を置いた，地域の教育拠点 

科学技術に意欲や能力の高い中高生の才能を伸ばすため，各地域に科学技術教育の中

心的役割を担う学校や学科を整備し教育機能を充実する必要がある。 

高等学校普通科は，本来，普通教育としてのカリキュラムを提供するものであり，多

くの教科・科目に時間を配当しなければならないことから，理数に重点を置いた教育機

会を提供することが難しい学科種である。しかしながら，大学生の約９割が普通科出身

者であり，したがって理系学部に進学して将来科学者・技術者となる学生の大半も普通

科出身である。こうした現状において，科学技術に意欲や能力の高い生徒の才能を伸ば

すためには，普通科の教育課程と科学部など課程外の教育活動の両面で理数教育を可能

な限り充実させる取り組みが必要である。 

高等学校理数科は，専門教育を行う学科として理数に多くの時間を配分した教育を提

供できる学科種であるが，高等学校では全国的に普通科志向が強く，理数科をもつ高等

学校が存在しない地域が多い現状である。理数科の中には，独自の学校設定教科・科目

を設けて，実験・実習主体の授業や時間をかけた探究的な活動に取り組む課題研究，地

域の科学技術に関する専門家と連携した取り組みを積極的に行う学科が少なくない。既

設の理数科の多くが，普通科に併設して１学年１～２学級で設置されていることから，

今後，理数に重点を置いた教育プログラムの編成を可能とするためには，理数科のない

地域で普通科と併設の理数科の新設を促進する必要がある。 

高等学校は義務教育後，及び高等教育前の３か年の教育期間に位置しているが，米国

など海外における才能教育がより早い年齢段階での教育機会の提供に注力しているよ

うに，科学技術に意欲や能力の高い児童生徒の才能を伸ばす上では，より早い段階から

の子どもの能力に合った高い水準の教育機会の提供も検討すべきである。この点で，中

高一貫教育は，中学と高校の６年間を見通した，より早い段階からの特色ある理数教育

機会が提供できる学校形態である。中学校と高等学校を接続した教育は，従来から，多

くの私立学校で取り組まれてきたが，文部科学省も平成 13 年に策定した「21 世紀教育

新生プラン」において，「当面，高等学校の通学範囲（全国で 500 程度）に少なくとも

１校整備されること」を目標としてその整備拡大が図られている（平成 21年４月現在，

370 校）。（参考資料図 16参照） 

中高一貫教育における理数に重点を置いた学校の取り組みとして，スーパーサイエン

スハイスクール（ＳＳＨ）指定校である奈良女子大学附属中等教育学校では，生徒の発

達段階を考えたカリキュラムを編成し，1 年から４年までの全員に自然科学リテラシー

の基礎を育成しながら，3 年（中学生）から 6 年までの課題研究など，理数の得意な生

徒をさらに伸ばすためのプログラムを実践している。私立のＳＳＨ校では，立命館中学

校・高等学校(3)のように，中学・高校から，大学・大学院までの一貫教育に取り組み受

験が壁とならない中で多彩で豊かなプログラムを展開している例も見られる。 

なお，ＳＳＨ指定は，学校教育法施行規則 85 条を適用することで，学習指導要領の

規定に依らない教育課程の編成を可能にしている。上記の中高一貫教育校の例は，ＳＳ

Ｈ指定を受けることで，さらに理数教育に重点を置いた教育課程を実現している例であ

る。しかし，ＳＳＨ指定は研究開発を目的とした特例措置(4)であることから，指定終了
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によって従来の学習指導要領に沿った教育課程に戻さなければならず，長期的にその教

育課程が継続できなくなっている。 

また，研究開発の指定は，学校の教育課程に対してなされるものであるため，例えば

学校内や地域内で，特定の領域に際立って高い能力や学習意欲を示す生徒を対象に，特

別な教育課程を組んで，大学水準の専門性の高い学習機会を提供することは難しい。 

一方，工業系の高等学校では，近年，従来よりも理工系高等教育機関への進学を重視

し，一層高度な科学技術系人材の育成を目指して，科学技術高等学校へと転換する動き

が見られる。 

また，高等専門学校は，中学校卒業後の科学技術に興味・関心の高い生徒に，大学入

試に影響されずに５年間の専門性の高い教育機会を提供できる高等教育機関であり，数

学や英語等の基礎力も含め，実験・実習による高度で実践的な知識と技能を修得させる

ことで，将来の研究開発において，先導的な役割をはたす人材の養成が可能である。 

以上のように，現行の制度においても，科学技術に意欲や能力の高い中高生の才能を

伸ばす上で様々な学校形態や教育課程が提供可能であるが，さらに，高い才能を有する

生徒に対して高度な学習機会の提供を充実させるためには，科学技術教育の中心的役割

を担う学校や学科を整備しその教育機能を充実させる必要がある。 

 

○ 地域社会で支える，理数好きな子どもを育む仕組みと取り組み 

社会全体で，子どもたちに魅力的な科学技術が体験できる機会を提供し，理数好きな

子どもを育む取り組みを支えていく必要がある。そのため，地域の実態に即して，人

のつながりや機関のネットワークを構築する必要がある。 

児童生徒の理科や科学技術への興味・関心を高める上で，毎年全国各地で実施されて

いる「青少年のための科学の祭典」に見られるような地域社会で理数好きな子どもを育

む仕組みとその取り組みを維持発展させることが重要である。（参考資料１図 17参照）

それぞれの地域の実情に沿って，小・中・高等学校教員，大学，研究機関，行政，企業，

NPO，ボランティア等の個人や機関が協力して実行委員会を組織し，地域の多くの児童

生徒や保護者，市民を対象とした科学技術への関心を高める体験機会が提供されている。

学校教員や大学教官に連れられて，高校生や大学生が，自ら体験を提供する側に立って，

小中学生や市民に対して科学技術の魅力を伝えることも珍しくない。 

「科学の祭典」のように大がかりに行われるイベントのほかにも，学校や科学館など

が独自にその地域の人々の協力を得て「ミニ科学の祭典」や「サイエンスショー」を開

催することもある。 

また，ＪＳＴの「サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト（ＳＰＰ）」(5)や「地

域の科学舎推進事業」(6)なども，地域が主体となって，子どもたちに魅力的な科学技術

の体験を提供する場作りに役立っている。 

さらに，ＳＳＨ校の中には，地域の小中学生向けの科学体験教室を，高校生が主体と

なって実施している学校も増えつつある。 

このような活動に参加することによって，地域の子どもたちが科学技術への興味・関

心を高め，より継続的発展的な学習機会を求めて，地域の科学技術教育の拠点校への進
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学を志すようになれば，地域で理数好きな子どもを持続的に育成することが可能となる。

したがって，こうした活動を継続的に支援することで，人のつながりや機関的なネット

ワークの構築を支援し，地域社会が連携して，理数好きな子どもたちの育成に取り組め

るようにすることが大変重要である。 

 

② 潜在的能力を見出し発揮させる機会 

○ 学校が専門家と連携し，生徒に科学技術の研究や開発を体験させる機会 

学校が大学や研究機関等と連携して，生徒が科学技術の研究や開発の実際を知るため

の体験機会を提供し，将来の進路を判断する上での適切な情報を提供する必要があ

る。また，理科教員と科学技術の専門家で高校生の科学研究を支援するための人的ネ

ットワークの構築を推進する必要がある。さらに，学協会や地域で，生徒が研究の成

果を発表し，専門家からアドバイスを得られる機会を拡充する必要がある。 

科学技術に意欲や能力の高い生徒が，学校で教科書に掲載されている既知の知識や技

能を習得するだけでは，科学技術の研究や開発の実際を知ることにはならず，将来の進

路を判断する上で情報が不十分である。生徒が科学技術の研究や開発に携わる専門家か

ら，その実際について教えてもらったり，自らが科学技術の研究や開発を体験したりす

ることが必要であるが，学校独自にそうした体験機会を提供することは困難であり，大

学や研究機関などの科学技術の専門家との連携が必要である。 

学校が大学や研究機関等と連携した取り組みを行うための資金不足が問題である。過

去３年間で，サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト等の外部資金を活用したこ

とのある高校普通科の割合は19％と低い。理数科では75％（ＳＳＨ校100％）と高くな

っていることから，普通科における大学や研究機関等との連携は，資金面からも難しい

ことがわかる。（参考資料１図18参照）今後，普通科も含めて，理工系への進路を検討

している高校生に対して，大学や研究機関等と連携したより専門的な学習体験あるいは

それを可能にする外部資金が提供される必要がある。 

また，大学や研究機関等においても，施設実習や出前講義といった人の移動や多くの

経費を伴わないで，生徒に対してより専門的な学習体験機会を提供できるインターネッ

トの利用を一層推進する必要がある。例えば，東京工業大学の「高大連携プロジェクト」

では，ＣＳ放送とインターネットで講義を配信しており，聴講を希望する高校生の利用

を可能にしている。 

さらに，大学や研究機関等と連携した取り組みを行うため，理科教員が科学技術の専

門家との人的ネットワークを構築することも課題である。研修や研究目的で，大学や研

究機関等の専門家と会合することが年１回以上あると回答した理科教員の割合はＳＳ

Ｈ校では66％であるが，理数科では47％，普通科では31％と低くなっている。（参考資

料１図5参照）理科教員が科学技術の専門家との接点を持ち続けることで，専門性が高

まることに加えて，才能の高い生徒に対して専門家と連携したより専門的な学習体験が

提供しやすくなる。 

高等学校の理数科やＳＳＨ校の多くが，理数に関する課題研究や探究活動を行うため

の学習の時間を設定しており（普通科 25％，理数科 78％，ＳＳＨ校 94％（参考資料１
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図 19参照）），普通科においても，新学習指導要領で新たに設定された「理科課題研究」

で，今後理科の課題研究に取り組む生徒が増えるであろう。理科の課題研究は，長い期

間に渡り，生徒自身が課題を設定し，実験計画を立て，観察・実験を行い，探究的な活

動や問題解決的な活動に取り組むもので，生徒の科学的能力や創造性・洞察力等を伸長

させる上で有効性が高い取り組みであると考えられている。課題研究を進める過程で生

徒はさまざまな科学的な疑問の解決に取り組むこととなるが，高校の理科教員が単独で，

広範な領域に渡る生徒の疑問に対して，的確な指導やアドバイスを与えることは容易で

はなく，大学や研究機関等の専門家の助言を得たり，当該領域に専門性の高い高校教員

の協力を得ることで，生徒の研究は飛躍的に進展できる。高校生の間に，科学技術の研

究や開発で，成功体験や達成感を得ることは，その後の人生でのさらなる発展への原動

力となりうることから，理科教員と科学技術の専門家で高校生の科学研究を支援するた

めの人的ネットワークの構築を推進することが重要である。 

また，生徒が課題研究の成果を対外的に発表するための機会を提供する必要がある。

発表によって，生徒は自分の成長を実感でき，同じ分野に関心をもつ仲間を見出すこと

ができ，さらに発表に対して専門家からのアドバイスを受けることで新たな課題が明ら

かになり，その分野へ進学する意欲が高まるなどの効果が期待できる。現状では，生徒

が課題研究の成果を発表する場として，地域の他の学校と合同で発表したり掲示したり

する機会を「設けている」学校の割合は，普通科６％と低く，理数科で 36％，ＳＳＨ校

でも 67％に止まっている。（参考資料１図 20 参照）また，理系の専門家が集まる場で，

生徒の課題研究の成果を発表させる機会が「毎年ある」割合についても，普通科では 8％

と低く，理数科で 33％，ＳＳＨ校でも 67％である。生徒の課題研究の成果を対外的に

発表できる機会が十分に確保できていない現状である。（参考資料１図 21参照） 

日本天文学会では，1999 年より，中高校生のためのジュニアセッション(7)を実施し，

現在では発表本数が 50 本を超えて，活発なセッションとなっている。日本物理学会，

日本農芸化学会，生物系三学会中国四国支部会等でも，同様の規模で継続した発表会が

行われており，今後一層の機会の拡大が期待される。こうした科学技術の専門家が集ま

る学会などの場で高校生が参加し，ポスター発表をする機会を得たり，専門家の発表に

触れたりすることで，専門家からのアドバイスを受けるに止まらず，研究者の世界を間

近に見ることで，進路選択の判断に重要な体験となる。 

また，理科教員が，生徒の課題研究を指導したり，より高度な専門性を要する疑問に

答える上で，参考となる専門的な書籍や雑誌等が有用であるが，学校の図書館で全て整

備することは難しい。高校の理科教員の約９割が，「図書館や手持ちの書籍・雑誌」あ

るいは「インターネット」による情報入手の機会や内容の拡大に，「大変期待する」か

「ある程度期待する」と回答している。（参考資料１図 22 参照）理科教員の専門性の向

上につながる情報入手の機会を拡大することが必要である。 
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○ 科学オリンピックや科学研究コンテスト等へのチャレンジ機会 

科学技術に意欲や能力の高い生徒が，チャレンジ機会を通してその才能を開花できる

よう，科学研究コンテストや科学オリンピック，科学部の大会や科学技術分野のチー

ム対抗競技会などの種類や回数，参加人数等を拡大する必要がある。 

スポーツや芸術では，部活動や個人で高いレベルでの厳しいチャレンジを重ねること

で，大リーグのイチロー選手のように，才能が開花し，飛躍的な成功につながる例を数

多く見ることができる。これに対して，科学技術に意欲や能力の高い生徒にとってチャ

レンジできる機会は，科学研究コンテストや科学オリンピック，あるいは科学部の大会

などであるが，その種類や回数，参加人数が極めて限られている現状である。 

科学オリンピックは，物理，化学，生物，数学，情報等の各領域で毎年実施されてい

るが，生徒への情報提供が十分でない現状である。高等学校において，「国内で行われ

ている科学オリンピック（全国物理コンテスト「物理チャレンジ」，全国高校化学グラ

ンプリ，生物チャレンジ等（参考資料１図 23 参照））への参加が可能なことを生徒に紹

介しているか」に，「よく紹介している」か「紹介している」と回答した高校理科教員

の割合は，普通科で 27％，理数科で 41％，ＳＳＨ校で 74％である。（参考資料１図 24

参照）結果として，科学オリンピックに参加する生徒数は，「生物チャレンジ」を例に

取ると，高校生 10000 人当たり，普通科５人，理数科 34 人，ＳＳＨ校 148 人となって

いる。（参考資料１図 25参照） 

また，「国内で行われている全国規模の科学研究コンテスト（日本学生科学賞，ジャ

パン・サイエンス・アンド・エンジニアリング・チャレンジ（ＪＳＥＣ）等）への参加

が可能なことを生徒に紹介しているか」に，「よく紹介している」か「紹介している」

と回答した割合は，普通科で 18％，理数科で 31％，ＳＳＨ校で 59％である。（参考資料

１図 26 参照）日本学生科学賞では，都道府県ごとの地方審査を経て全国で中央審査が

行われるが，中央審査に出典可能な研究作品数は各都道府県から３点ないしは６点と，

学年平均で１件しか中央審査の対象とならず，さらに書類審査によって，最終審査に参

加できる 20 研究が選考されることから，直接審査委員の前で発表される研究は，各都

道府県で平均１件に満たない規模である。ＪＳＥＣでは，地方審査はなく，2009 年度の

場合，91校から 170 研究が出展されており，書類審査で 30 研究が選考されることから，

最終審査で審査委員の前で発表される研究は，各都道府県で平均１件に満たない規模で

ある。（参考資料１図 27参照） 

高等学校に比べて，小中学校では多くの児童生徒が理科の自由研究を行っているが，

児童生徒が行った作品が，校外のコンテストに出展される割合は，児童生徒 100 人当た

り，小学校 3.6 作品，中学校 2.8 作品と，各学年で１作品程度かそれに満たない規模で

ある。（参考資料１図 28参照） 

このように，科学技術の分野で，児童生徒がチャレンジし，その努力が認められる機

会は，スポーツや芸術の分野に比較して，その種類や回数，参加人数が極めて小規模で

ある。今後，科学技術の分野における才能の高い児童生徒のチャレンジ機会を拡大する

必要がある。 

全国規模あるいは国際的に，科学研究コンテストを通じて意欲的な児童生徒を育成し
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ている例として，米国におけるＩＳＥＦ（International Science and Engineering 

Fair：高校生国際科学技術フェア）がある。全米 50 州から，地区大会，州大会を経て

選考された多様な領域の約 1200 件の科学研究発表が，約５日間をかけて審査・表彰さ

れ，高校生間の交流イベントやノーベル賞受賞者を含めた先端科学技術研究者との意見

交換などのプログラムへの参加を通じて，将来の科学技術分野での世界をリードする研

究者や技術者の育成に役立てている。ＩＳＥＦには，日本も含めて海外から 50 近い国々

の国内コンテストで選考された高い才能を有する生徒も参加しており，合わせて約 1500

人近い優秀な生徒が国際的な交流を体験している。また，ＩＳＥＦは，メインスポンサ

ー企業のインテルをはじめ，数多くの企業や機関が資金や人員を提供しており，科学技

術分野での優秀な人材の育成を支援している。国全体で取り組んでいるもう一つの例は，

中国の中国科学技術協会青少年科学センターが開催するＣＡＳＴＩＣ（China 

Adolescent Science and Technology Innovation Contest：全国青少年科学技術創新大

会）で，13 の政府機関がスポンサーとなり，毎年約 1000 万人の理数好きな生徒が，全

国大会を目指してコンテストに参加している。約 400 件の研究が全国大会に選出され，

優れた研究が表彰される。ヨーロッパにおいては，ＥＵ青少年科学コンテスト（EU 

Contest for Young Scientists）がＥＵ諸国の高い科学研究能力を発揮する生徒のチャ

レンジ機会となっており，各国が国内コンテストの優勝者を出場させ，研究を競い合う

とともに，国を超えた生徒間の交流促進に役立っている。さらに，米国のＩＳＥＦや日

本学生科学賞の上位受賞者などＥＵ以外の生徒も参加して交流できる機会となってい

る。日本をはじめ東アジア地域では，各国の科学研究コンテストで高い成果を上げた生

徒間の国際交流を可能とする国際的な科学研究コンテストの場がない現状である。 

また，個人や数人で研究した成果を競い合う科学研究コンテストとは異なり，スポ

ーツの団体競技のように，生徒がチームを組んで学校対抗の競技会を行うことで，チャ

レンジ機会を拡大することもできる。米国では，科学技術に関する様々な分野の競技を，

学校対抗で団体競技として競うサイエンス・オリンピアド（Science Olympiad）が盛ん

である。これは，各学校が最大 15人の生徒でチームを構成し，様々な分野の計 23 競技

の成績の合計点によって，毎年，各地域，各州，全国を勝ち抜く科学技術の競技会で，

1983 年に始まり，2008 年度には米国 47州において，約 5300 校から約 20万人の中高校

生が参加している。各競技は，２ないし３人の生徒のチームで戦われる。さらに，優れ

た能力をもつ中高校生の育成につながる小学生のためのサイエンス・オリンピアドには，

１万校を超える小学校が参加している。生徒にとってこの大会は，科学技術に関する

様々な分野において，個々の生徒が得意な分野を見いだし発展させることを可能にする

とともに，チームワークによる協調性やリーダーシップを育むことができる総合的な能

力の育成の場として有効性の高い取り組みとなっている。 

日本においても，全国高等学校文化連盟が「自然科学専門部」を設置して科学部の

活性化に向けた全国的なコンクールの開催準備を始めている他，地方では，兵庫県にお

いて，毎年「数学・理科甲子園」（兵庫県教育委員会主催）が開催され，2009 年の大会

には，県内 40 校の 40 チームが参加して予選，本戦，決勝戦が行われ，優勝校をはじめ

上位校を表彰しているなど，今後の発展が期待される取り組みが見られる。 
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○ 科学技術の分野で国際的にも活躍するための，基盤となる能力の育成 

将来，科学技術の分野で活躍するために必要となる基盤的な能力としてのプレゼンテ

ーション能力やコミュニケーション能力，リーダーシップ，協調性などの育成機会を

充実させる必要がある。 

生徒が科学技術分野で将来十分に活躍できるためには，高い水準の理数系能力に加え

て，日本語と英語でのプレゼンテーション能力やコミュニケーション能力，チームで課

題を解決するためのリーダーシップや協調性などを高めておくことが，基盤的な能力と

して期待される。 

高等学校で，理数に関して調査研究したことをプレゼンテーションする力を高める学

習を少なくともいずれかの学年で実施している割合は，普通科で 24％，理数科で 78％，

ＳＳＨ校で 100％である。（参考資料１図 29 参照）また，理数に関して調査研究したこ

とを英語で表現する力を高める学習をいずれかの学年で実施している割合は，普通科で

2％，理数科で 13％，ＳＳＨ校で 89％である。（参考資料１図 30参照）ＳＳＨ校の大半

で，将来科学技術分野で活躍するための基盤的な能力を育成する取り組みに力が入れら

れているのに対して，ほとんどの普通科でそうした取り組みが行われていない現状であ

る。 

 

③高い才能を有する生徒に高度な専門的能力を育む機会 

○高い才能を有する生徒の水準にあった教育機関や教育プログラム 

我が国の学校は，標準的な教育課程を示す学習指導要領を基準としており，高い水準

の教育が相応しい児童生徒に対する特別の教育環境が整備されているとは言い難い

状況である。そこで，科学技術系で特に高い才能を持つ生徒たちに，その能力に見合

った，より高い水準の教育プログラムを安定的に提供できるようにする必要がある。 

日本では，これまで，科学技術系で特に高い才能を持つ子どもたちを卓越した人材に

育てることを目的とした教育機関は，戦時中の特別科学学級を除いて我が国には存在し

なかった。しかし，例えば，京都市立堀川高等学校のように市当局の全面的な支援を受

けて，自然探究を専門とする学科を設置し，高度な実験施設を整備するとともに，京都

大学等の協力を得，大学院生が高校生の研究指導に携わるなど，独自に専門性の高い科

学教育に取り組み成果を上げてきた例も見られるなど，現在の制度においても，科学技

術系に高い才能を持つ子どもたちがさらに伸びるための取り組みは，一部の教育機関で

行われている。しかし，我が国の学校は，標準的な教育課程を示す学習指導要領を基準

としており，高い水準の教育が相応しい児童生徒に対する特別の教育環境が整備されて

いるとは言い難い状況である。 

しかしながら，海外に目を向けると，高い才能を有する生徒を対象として高度な専門

的能力を育むための教育機関や教育プログラムがさまざまな形態で提供されている。例

えば，韓国の科学英才学校(8)，シンガポールの国立大学附属理数高校(9)，アメリカのマ

グネットスクール(10) などが挙げられる。 

また，複線型の学校制度をもつドイツにおいては，大学進学希望者が主として進むギ

ムナジウム(11)が設けられており，イギリスでは、大学進学前の2年間、GCE-A（一般教育
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資格上級レベル）(12)の科目を年間数科目に絞って履修させることで、高い水準の学習を

可能にしている。さらに，国独自の教育制度に依存しない大学入学資格としてインター

ナショナルバカロレア（IB）(13)があり，能力の高い高校生を対象とした大学初年時相当

の学習プログラムとしてアドバンスト・プレースメント（Acbanced placemet=AP）(14)

プログラムがある。 

韓国では1997年以降の教育法の改正により，英才教育施策が国・地方自治団体に義務

付けられ，2000年には英才教育振興法，2001年には科学技術基本法の制定に続き，科学

技術基本法施行令，2002年には英才教育振興法施行令が定められ，法の下での科学英才

教育が推進されている。このような教育法のもと，2007年には約200機関の教育庁管轄

の英才教育院で約2000名，これに準ずる大学付設の英才教育院（英才科学高校）38機関

で約7，000名が学んでいる。 

韓国科学英才学校では，2007年現在では，教員の69％が博士課程修了者または単位取

得者であり，１学級当たりの生徒数は約８名と少人数制になっている。研究活動は特に

重視されており，2003年には，生徒の研究プロジェクトあたり約2000万ウオン（約150

万円）の研究費が支給され，生徒の実験指導にあたる研究員（大学院修士課程以上）が

常駐する実験室が24時間開放されている。また，研究活動に専念できるように科学技術

分野への大学への特別進学枠が用意されている。韓国科学英才学校のような理数系に特

に高い才能を有する生徒に特化した中等教育機関は我が国には存在しない。 

また，シンガポールの国立大学附属理数高校では，大学附属の条件を利用して，中高

一貫６ヶ年の高度な理数教育を行うための教育を行っている。はじめの２年間を「基礎

学年」，次の２年間を「発展学年」，終わりの２年間を「専門科学年」と位置づけ，従来

の教科・科目を早期に履修した後，AP科目を含む大学水準の専門性の高い科目を数多く

設定している。選択科目の中には，３年目から５年目に科学オリンピックに向けたトレ

ーニングを行う科目も設定されている。また，６ヶ年を通じて，科学研究とイノベーシ

ョン，起業についてスキルを養うプログラムに参加させることで，生徒が将来先端科学

技術分野で成功を収めるための基盤を形成している。 

米国のCollege BoardによるAP（アドバンスト・プレースメント）は，大学初年次相

当の発展的な学習プログラムを高校で提供するもので，統一試験を受験することで，評

価結果が良好であれば，進学先の大学の大半でそれを単位として利用できる制度である。

米国の高校3・4年生の18％がAP試験を受験しており，単位認定を行う大学は2007年には

3700校あまりに増加している。（参考資料１図31参照）高校教員向けのAP指導者資格取

得のためのサマースクールや研修会も数多く行われている。英語による統一試験である

にもかかわらず，米国以外からの受験者も多く，約110 カ国の高校生が受験している。

中国や韓国，シンガポールなど，アジア諸国から理数系科目の受験者が多いことから，

AP試験が，理数系に高い才能を有する高校生が発展的なプログラムを履修した学習成果

を評価する国際的な共通ツールになりつつある状況である。 

我が国におけるAPの導入は，学習指導要領の適用を受けないインターナショナルスク

ールで導入されているに止まっている。米国のAPに似た取り組みとして，ＳＳＨ指定校

である立命館守山中学校・高等学校(15)では，高校２・３年生が立命館大学等において授
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業を受講し，大学の単位として最大20単位まで認定可能なアドバンスト・プレイスメン

ト科目を提供し，高い水準の学習プログラムが生徒のニーズに応えている。 

また，高い水準の教育プログラムとして，その修了資格（ディプロマ）が国際的に著

名な大学への進学資格として通用するインターナショナルバカロレア（本部：スイス）

認定校については，我が国に高等学校段階の認定校がインターナショナルスクールを中

心に17校存在している。立命館宇治中学校・高等学校(16)は，学校基本法第１条で「学校」

と認められている数少ないインターナショナルバカロレア認定校（他，加藤学園暁秀高

等学校・中学校，AICJ中学・高等学校の計３校）であり，高等学校の３年間，英語で授

業を実施し，日本の高校卒業資格要件を満たすカリキュラムとディプロマの取得に必要

なカリキュラムを履修することができる。 

このように，海外では，高い才能を有する生徒を対象として，高度な専門的能力を育

むための教育機関や教育プログラムがさまざまな形態で提供されているが，我が国では，

導入において，教育課程特例校(17)となるか，ＳＳＨのように，文部科学省の研究開発学

校(4)として学校教育法第８５条の適用により，学習指導要領に依らない教育課程の編成

を可能にする必要があるため，そのような学校も極めて少数に止まっている現状である。 

科学技術系で特に高い才能を持つ生徒たちに，その能力に見合った，より高い水準の

教育プログラムを安定的に提供できるようにする必要がある。 

 
○高い才能を有する生徒に合った水準の指導 

高い才能を有する生徒には，その才能に合った高い水準の指導が必要であり，科学技

術の専門家がメンターとして個別に専門的な研究指導や進路等のアドバイスを提供

する機会を一層拡充する必要がある。 

メンターは，科学技術の専門家が，生徒に対して専門的な個別の研究指導や進路等の

アドバイスを直接与えるもので，生徒の高い才能をさらに伸ばす方策として重要である。 

2004 年に開催された第55回国際学生科学技術フェア(Intel ISEF)に出場した生徒を

対象にしたアンケートによると，回答者の約60％が，メンターの指導のもとに研究を進

めてきたと回答している。（参考資料１図32参照）大学や研究機関等の専門家のアドバ

イスを得ることで，国際大会に通用する高い水準の科学研究が実現している。 

シンガポールでは高等教育機関が科学技術分野で高い才能を持つ中等教育段階の生

徒に研究指導などを行うメンターシッププログラムが多様に提供されている。例えば，

参加生徒は，12月から５月までの半年間，毎週３時間，メンターから指導を受けるため

大学に通った後，６月の夏期休業期間に２週間毎日メンターの元で研究活動を行い，成

果を８月に青少年科学研究会（Youth Science Conference）で発表する。早い段階から

国を支える科学研究者としての職業意識やスキルを養うとともに，才能ある生徒・学生

には，そのまま国家プロジェクトにつながる研究に携わる機会の可能性も設けている。 

我が国においても，ＳＳＨの多くは，生徒の科学研究，課題研究の指導に重点を置い

ており，一部の研究が直接その分野の専門家のアドバイスを得ながら進められることが

あるが，その数は極めて少なく，今後の一層の機会の拡大が必要である。また，ＳＳＨ

以外の学校の科学部などに所属する生徒が，科学技術の専門家からの研究指導やアドバ
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イスを受けられる機会はほとんど無く，支援が必要な状況である。 

 

○サイエンスキャンプや合宿セミナー等の機会 

特定の領域に高い意欲や能力を持つ生徒を対象とした科学系合宿セミナーやサイエ

ンスキャンプ(18)は，その領域の科学技術の専門家を志す集団の一員として，自らを

位置づけ，その領域で才能を伸長させるきっかけとなることから，より長期のセミナ

ーも含めて参加機会を拡大するとともに参加できる生徒の絶対数を増やす必要があ

る。 

特定の領域に高い意欲や能力を持つ生徒を対象とした科学系合宿セミナーやサイエ

ンスキャンプは，その領域の科学技術の専門家を志す集団の一員として，自らを位置づ

け，その領域で才能を伸長させるきっかけとなる。また，若手研究者を交えて，調査・

研究活動や議論を行うことで，研究者や技術者を目指す子どもたちのロールモデルとな

る。さらに企業や大学などの研究機関にとっても科学系合宿セミナーやサイエンスキャ

ンプを実施することで科学技術者のアウトリーチの場が確保され，次代のイノベーショ

ンを担う人材育成に寄与することができる。 

全国各地の大学や研究機関，企業において，科学技術に興味・関心の高い高校生に，

３日間程度で最先端の科学技術に触れ，実験・実習の機会を提供するサイエンスキャン

プが春，夏，冬に実施されている。2008年度では，約80会場，約1009名の高校生が参加

しているが，定員が応募者の36％と不十分な状況である。（参考資料１図33参照） 

また，NPOが実施する科学系合宿セミナーのひとつに，1980年から実施されているNPO

法人「数理の翼」の夏季セミナーがある。全国から数理科学に興味のある高校生を募集

し約50名を選抜，夏季休業中に１週間程の合宿セミナーを実施している。数理科学に意

欲と能力の高い高校生が大学・大学院生や若手科学者と，長時間集中して発展的な数理

科学分野の議論を重ねオープンエンドな思考力を深める。学年や地域の違いを越えた交

流の機会を共有し，年齢の近い若手科学者と議論することで，同じ興味をもつ者同士の

ネットワークが広がるとともに，研究職に対するロールモデルの提供の場となっている。 

小中学生を対象としたソニー教育財団による「科学の泉―子ども夢教室」は，全国か

ら約30名を選抜し，５泊６日の自然体験を通した探究活動により，科学的思考力を深め

るものであり，2005年から実施されている。 

中学生を対象にしたNPO法人「ネットジャーナリスト協会」による「創造性の育成塾」

は，全国から約40名を選抜し，８泊９日で最先端の研究に携わる科学者・技術者の講義

や探究的な実習を行うもので，2006年から実施されている。 

このような科学系合宿セミナーやサイエンスキャンプは，参加の機会が少なく，参加

できる生徒の絶対数が少ない状況である。 

米国では，学校が夏休み期間中の長期に渡り，大学等の研究施設が高校生を受け入れ，

先端科学技術や科学研究を指導する様々なサマープログラムが提供されている。一部の

プログラムでは，参加する生徒には旅費に加えて研究費も支給される。科学技術に興

味・関心の高い高校生が，大学等の専門家から長期間指導を受けて高度な研究活動を経

験することができるとともに，他の学校や地域から集まった同じような興味・関心を持
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つ生徒たちとの交流を深め，日常とは異なる環境で集中的に調査・研究活動に取り組む

ことで，科学技術の専門家を目指す上で必要となる高度な知識や研究能力，人間関係能

力等を身につけることが可能となる。我が国では，こうした米国のサマープログラムの

様な長期間に及ぶセミナーは実施されていない。 

 
○大学入学者選抜時の生徒の科学技術分野での高い才能や優れた実績の重視 

高等学校の理科教育が大学入学試験への準備として実験や探究を軽視した筆記試験

重視の座学へと偏向してしまっているため，科学技術イノベーションを支える卓越し

た人材に不可欠な創造的能力が十分に伸長されていないと考えられる。今後，科学技

術系の高い才能を有する高校生が，継続的にその才能を伸長できるように，入学者選

抜方法の変革を含めた高大接続の進展を図る必要がある。 

科学技術分野で高い才能を育むためには，とりわけ高等学校の教育課程は，その領域

に多くの授業時間を割かなくてはならない。加えて，大学水準の学習プログラムを履修

したり，科学技術の専門家から指導を受けたり，主体的に創意工夫をして科学研究に取

り組んだりするためには，さらに多くの時間をそれに費やす必要がある。そうした努力

によって，生徒の科学技術分野での才能が高められる。 

しかしながら，大学進学時の入学者選抜では，東京大学に象徴されるように，難関と

される大学では，幅広い教科科目の筆記試験での得点が最も重視される傾向が強い。こ

のため，高等学校の理科教育が大学入学試験への準備として実験や探究を軽視した筆記

試験重視の座学へと偏向してしまっている現状である。高校普通科で物理Ⅱを教える教

員で，月に１回以上生徒による観察や実験を実施しているのは約２割で，約６割の教員

は，大学入試の対応のための指導に時間をかけられることが，授業で観察や実験を行う

上での障害となっていると回答している。（参考資料１図34・35参照）こうした大学入

試の影響の結果，高等学校では，観察や実験，探究的な活動や課題研究，成果の発表等

の実際的な経験を伴う学習に必要な時間が配当されず，経験を欠いた学習のため，解答

が既知でない疑問を自ら探究したり新たな追究手法を開発したりといった科学技術イ

ノベーションを支える卓越した人材に不可欠な創造的能力の伸長が妨げられていると

考えられ，科学技術分野の優れた才能を育成する上で深刻な事態を招いている。 

一方，多くの大学の入学者選抜方法は，推薦入試やアドミッションオフィス入試(19)

の普及などにより，近年多様化している。科学オリンピックや科学コンテストの国内大

会で優秀な成績を収めたり，国際大会に出場したりした実績を評価する大学も増えてい

る。これらの優秀者に対する特別選抜枠を設けている大学の数は現在13程度であるが，

その適用を受ける生徒はまだ極めて少数である。 

筑波大学のアドミッションセンター入試では，自己推薦書をもとにした書類選考と面

接による口述試験で，「問題解決能力」を評価対象とする多面的な選抜が行われ，生徒

の課題研究や科学技術に関する取り組みが総合的に評価されている。 

千葉大学などで実施されている飛び入学は，高い才能を持つ生徒が高等学校２年の終

了後に大学へ入学することを可能にしている。飛び入学による入学者数と実施する大学

数は依然極めて少ないが，早期に大学での高度な学習を受けたい生徒のための貴重な選
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択肢となっている。 

また，高大連携教育の取り組みとして，東京工業大学では，附属科学技術高等学校の

一部の生徒を試験的に受け入れる特別枠を設けている。九州大学の「21世紀プログラム」

(20)や岡山大学の「マッチングプログラムコース」(21) は，高い才能を有する生徒を，模

擬授業のレポートや論文の作成，発表等によるAO入試で選抜し，学部にとらわれず，学

生の興味・関心や能力にカリキュラムを適合させることで，国際的に活躍できる人材の

育成を目指している。 

さらに，愛媛大学が，平成17年度から導入した「スーパーサイエンス特別コース」で

は，講義を受けてのレポート，実験，面接などによる「AO入試I期」と大学入試セ

ンター試験を併用する「AO入試II期」で入学者を選抜し，学部の枠を外した独自の

カリキュラムを適用している。加えて学部を3年で卒業させ，大学院へ進学させる

など，大学院博士課程までの一貫的教育システムに取り組んでいる。 

海外では，例えば韓国科学英才学校（再掲）では，生徒全員が科学技術系の才能を生

かせる大学に無試験で入学できる特別進学枠を利用可能である。 

今後，科学技術系の高い才能を有する高校生が，継続的にその才能を伸長できるよう

に，課題研究や科学技術に関する取り組み及び実績を総合的に評価し，高い才能を有す

る生徒を選抜する大学を拡大するなど，高大接続の進展を図る必要がある。 

 
○科学技術分野の才能児に対する長期的，継続的な支援 

科学技術分野に高い才能を示す子どもが，その才能を最大限に伸長させることができ

るように，所属する学校以外の場で，科学技術の専門家による適切なアドバイスやチ

ャレンジ機会の提供といったサポートを，全国各地で長期的継続的に提供する必要が

ある。 

科学技術分野に高い才能を示す児童生徒が見出された場合，その子どもが才能を最大

限に伸長させることができるように適切なアドバイスやチャレンジする機会を長期的

継続的に提供する必要があるが，才能児に対して長期的継続的にサポートするシステム

が我が国に存在しないため，所属する学校の教育機能と担当教員の個人的資質に依存し，

才能児が必要なサポートを長期的継続的に受けられていない現状である。 

平成20年度からＪＳＴによる「未来の科学者養成講座」(22)事業が始まり，大学・高等

専門学校が，科学技術分野の学習に高い意欲・能力を有する小中学生や高校生に向けて，

高度で発展的な学習機会を継続的に提供し，将来の科学者の卵を育成しようと取り組ん

でいる。平成20年度には岡山大学・京都大学・埼玉大学・千葉大学・筑波大学の５機関，

平成21年度はさらに９機関を加えて14機関で実施されている。 

京都大学による未来の科学者養成講座は，大学院理学研究科が中心となり，選抜され

た高校生が，数学・物理・生物・天文に分かれて「最先端科学の体験学型学習講座」で

発展的学習に取り組んでいる。例えば物理分野では，ニュートン力学と保存則について，

チューターの大学院生も交え，少人数で微積分を用いて法則を導く過程を学んだり，天

文分野では花山天文台を会場にして，天文台の望遠鏡や観測装置の扱い方を学習し，実

際に太陽の分光観測を行うなど，大学や研究機関との連携により高度な学習環境が提供
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されている。また，筑波大学では，小学校高学年生と中学生を対象に，生徒１名に教員

１名を配置するチューター制で，興味を持ったテーマに関する科学研究をサポートして

いる。研究学園都市の特性を生かして各種研究機関との連携に加え，科学研究の成果発

表会や科学オリンピック参加などの目標を設定して実施されている。 

このように「未来の科学者養成講座」は，高い才能を示す子どもに対して大学等の専

門家が一定期間サポートを提供する機会となっているが，実施大学が14機関のため，地

域によっては，参加の機会が限られるという問題がある。また，「未来の科学者養成講

座」事業自体も長期的な運営を前提にしていないため，現状では，科学技術の幅広い分

野で小・中・高等学校生の幅広い年齢層の才能児を対象に一貫した長期的継続的なサポ

ートを提供する事業は存在していない。 

 
○知的財産に対する理解と特許取得の支援 

科学技術分野の高い才能を有する生徒に知的財産権に対する認識が低く，今後，将来

の科学技術のイノベーションを支える人材として成長する上で，特許などの知的財産

権に対する認識を深めるとともに，高校生が研究成果で特許を取得できる支援体制を

整備する必要がある。 

日本では，文部科学省と（独）工業所有権情報・研修館主催の「パテントコンテスト」

や特許庁主催の「中学校向け知的財産研修事業」などの例があるが，これまで殆ど認識

されていない状況である。 

海外の事例としては，米国で毎年行われている国際科学技術コンテスト（ISEF）で発

表される1000件を超える高校生の研究のうち，特許を申請したものが19％に達している

（2008年）。 

我が国においても，今後，高校生に最先端の科学技術開発が可能であるという認識を

広め，特許に相当する研究成果が見出された場合，特許取得を支援する体制の整備が必

要である。 

 
○科学技術イノベーションの創出に寄与する高度才能人材を長期的に育成する戦略 

大学に入学した研究意欲の高い学生が，学部１，２年次にその取り組みを継続するこ

とが難しく，研究機会の提供を充実させる必要がある。とりわけ重要な研究開発領域

については，高い才能を有する学生あるいは高校生が，その領域の研究に早くから取

り組むことで，将来の科学技術イノベーションの創出に寄与できる可能性を高める必

要がある。 

また，今日の社会が抱える複雑な問題や課題に対処するため，異分野間の相互作用を

促進し，特定分野の才能だけでなく，他分野の才能と効果的に相互作用する機会を提

供する必要がある。 

スーパーサイエンスハイスクール等で課題研究に取り組んだ研究意欲の高い生徒が

大学に入学後，大学においてその取り組みを継続することが難しく，大学入学後，特に

学部１，２年次において，科学技術分野の研究を発展させる機会の提供が手薄となって

いる。 
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文部科学省が平成19年度から実施している「理数学生応援プロジェクト」は，理系学

部を置く大学（短期大学及び大学院大学を除く）において，(1)入試等選抜方法の開発・

実践，(2)教育プログラムの開発・実践，(3)意欲・能力を伸ばす工夫した取り組み等，

理数分野に関して強い学習意欲を持つ学生の意欲・能力をさらに伸ばすことに重点を置

いた取り組みを行う委託事業で，平成21年度20大学で実施されている。実施期間が原則

４年間であるため，委託終了後いかに継続性のある取り組みとするか，また他の大学で

の取り組みをいかに促すかという課題がある。さらに，とりわけ重要な研究開発領域に

ついては，高い才能を有する学生あるいは高校生が，その領域の研究に早くから取り組

むことで，将来の科学技術イノベーションの創出に寄与できる可能性が高まると考えら

れ，彼らを研究現場に受け入れる方策について検討する必要がある。 

また，昨今の脳科学の発展に見られるように，今日の社会が抱える問題や課題の多く

は特定の限られた分野の高い才能だけでは解決できない複雑な要素を内包しており，そ

れを解決していくイノベーションは，様々な分野の高い才能が，効果的に相互作用する

必要性が高まっている。この必要性に対応した機会を今後提供していく必要がある。中

等教育段階では，米国のサイエンスオリンピアド（再掲）が，科学技術の多様な分野で

の総合力をチームワークで競い合うコンテストを通じて，生徒一人ひとりの特定分野の

才能を伸ばしつつ，生徒間の相互作用によってチーム全体での課題に対処する能力を高

めており，才能児に効果的に相互作用する能力を育む取り組みとなっている。我が国の

中等教育・高等教育段階において，将来の高度才能人材に求められる能力を長期的に育

成する方策が必要である。 

 

(２) 才能教育を取り巻く環境 

①才能教育に対する社会的な意識 

国民の多くが優れた科学技術の育成が極めて重要であると意識している一方，学校に

おける従来の理数教育では不安に感じており，スーパーサイエンスハイスクールなど

での優れた科学技術系人材を育成する取り組みの実施状況や成果を国民に積極的に

周知することで，こうした施策への社会的認知度を高めるとともに，国民の将来に対

する不安を軽減する必要がある。 

また，科学技術系人材に対する国民の認識が浅いことから，第一線の科学者や技術者

の実像を伝える取り組みや理数系の才能豊かな子どもたちの様子について情報発信

し，科学技術系の才能人材に対する国民の認識を深め，才能教育に対する国民的支持

を得る必要がある。 

スーパーサイエンスハイスクールや未来の科学者養成講座など，現在，ＪＳＴが実施

している才能教育に関連する諸施策は，新聞記事の内容等からみて概ね社会から好意的

に受け入れられている。さらに地方自治体においても，平成21年春に開学した横浜市立

横浜サイエンスフロンティア高等学校(23)のように，中等教育段階から科学技術系の優れ

た人材を育成しようとする施策が生まれてきた。 

こうした施策が支持される背景には，優れた科学技術系人材の育成が極めて重要であ

るという意識を多くの国民が共有していることと同時に，学校での従来の理数教育では
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安心できないという意識が高いことも関係すると考えられる。平成19年の内閣府の世論

調査「科学技術と社会に関する意識調査」によると「日本が国際的な競争力を高めるた

めには，科学技術を発展させる必要がある」かに対する肯定的な回答の割合は78％と高

く，平成16年の前回調査から約8ポイント上昇している。同じ内閣府の世論調査で，「日

本の学校での理科や数学の授業は，生徒の科学的センスを育てるのに役立っている」か

に対して，肯定的な回答の割合は35％と低く，否定的な回答の割合の方が50％と高くな

っていた。否定的な回答の割合は前回調査の結果と比較しても約７ポイント上昇してい

る。 

しかし，科学技術を発展させる必要性の認識が高いのとは対照的に，科学技術系人材

に対する認識は希薄である。平成16年の上記世論調査によると，「科学者や技術者は，

身近な存在であり，親しみを感じるという意見」について「そう思う」か「どちらかと

いうとそう思う」と答えた割合は16％に過ぎない。（参考資料１図36参照）科学技術系

人材が身近な存在となっていないことが，「薄暗い臭い実験室で汚れた実験着を着たや

ぼったい科学者」や「奇妙な行動をする天才科学者」といった非現実的なイメージにつ

ながっていると考えられる。 

 

②才能教育に関わる指導者 

理数系の才能児の育成に関わる専門家としての指導者を養成する機関もカリキュラ

ムも国内に存在しておらず，才能児の才能を十分に伸長させられるかは，指導者の個

人的資質に依存してしまっている。才能教育の専門家としての指導者を養成するプロ

グラムを開発するとともに，養成機関を設立する必要がある。 

また，才能児に関わる指導者が一人で異なる才能児のさまざまなニーズに対応するこ

とは不可能であることから，科学技術系の才能児に関わる指導者や機関が相互に協力

したり有用な情報を共有したりするための人的・機関的なネットワーク化の推進が課

題である。 

現在，スーパーサイエンスハイスクールの担当教員や科学系部活動の顧問，未来の科

学者養成講座を担当する大学教員，あるいはサイエンスキャンプや科学系合宿セミナー

の担当者など，さまざまな指導者が理数系の才能児の育成に関わっているが，彼らは才

能教育の専門家としての教育を受けているわけではない。才能児に関わる指導者には，

高い水準の知識や観察・実験技能を有するだけでなく，個の才能に合った学習を成立さ

せるための教材や指導法，専門家との連携手法，心理面や認知面のサポート技能等を習

得した才能教育の専門家であることが期待されるが，このような指導者を養成する機関

もカリキュラムも，現在，国内に存在していない。そのため，才能豊かな生徒に対する

指導についての指針がなく，担当者の関わり方次第では，才能児が十分に才能を伸長で

きなかったり，関心や意欲を失ったりしてしまう可能性がある。例えば，米国では，数

多くの大学で才能教育指導者の養成プログラムが提供され，必要な知識と指導技術を修

得することが可能であるが，日本でそれがない現状である。 

また，才能児に関わる指導者が一人でさまざまなニーズを持つ才能児に対応すること

は不可能であり，他の指導者や機関が協力したり有用な情報を提供することで，幅広い
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才能児のニーズに応えることが可能となる。このような人的・機関的ネットワークを構

築するためには，ネットワーク化を推進するコーディネート機能をもつことが有効であ

るが，現在，地域にも全国的にもそのようなコーディネート機能は未整備である。例え

ば，科学技術系の人材育成のコーディネート機関として設立されたオランダのプラット

フォーム・ベータ・テクニーク（Platform Beta Techniek）は，初等中等高等教育及び

産業界に渡って科学技術系人材育成に関わる人的・機関的ネットワーク化を強力に推進

するプラットフォームとして機能している。 

 

③才能教育に関する調査・研究 

日本において，科学技術系の才能育成に関する研究と調査を進展させ，有効な研究上

の知見と基礎的なデータを整備蓄積する必要がある。 

日本では，科学技術系の才能児に関する研究はこれまで殆ど行われておらず，子ども

の科学技術系の才能とその伸長に関する基礎的研究が進んでいない。特に科学技術系の

才能の定義と測定法に関する知識や才能教育の適時性やその内容・教材や指導法などに

関する研究上の知見は，今後の才能教育の取り組みを進める上で重要である。また，ス

ーパーサイエンスハイスクールなど，才能教育に関わる現在の取り組みの有効性を検証

する研究も重要である。また，海外には才能教育に関する学会が存在することから，こ

れまで海外で行われた研究の蓄積から科学技術系の才能教育に関する知見を整理する

研究も重要である。さらには，科学技術系の才能教育で育成される人材の需要と供給の

状況を定常的に観測することも重要である。 

 

（３）現状と課題のまとめ 

以上のように，子どもたちの科学技術系の才能を伸ばす活動には，現在も高等学校段階

を中心に多様な取り組みが見られるが，一方で，提供されている取り組みの数や規模は小

さく，生徒がそうした取り組みに参加できる確率は小さい現状である。小中学校段階では，

機会が少なく，将来科学技術で優れた才能を発揮する潜在的能力をもつ児童生徒の大半が，

通常，義務教育で提供される学習指導要領の範囲の学習に止まり，その能力を十分伸長さ

せることができないまま，高等学校段階に進学していると考えられる。 

そして，大学進学者の約９割を占める高等学校普通科においては，理数系の才能を伸長

させる取り組みが殆ど行われていないことから，高等学校段階においても科学技術系の優

れた人材となる可能性をもつ生徒の才能が十分伸長されない状況と考えられる。 

理数系の才能を伸長させる取り組みを重視するスーパーサイエンスハイスクールへ通学

できる地域は限られており，受け入れられる生徒数も，高校生全体の約１％と少ない。高

等専門学校の学生規模が約１％であるのと合わせても，科学技術系の才能を伸長させる取

り組みを受けることのできる生徒は，全体の約２％に過ぎない。 

また，大学に進学後も，１・２年次のいわゆる一般教育期間に，才能豊かな学生が，そ

の才能を高めたり発揮できたりする機会は極めて少なく，向上心の低下を招くことが危惧

される現状である。この期間に，高等専門学校でより専門的な学習を受け大学３年次へ編

入学した学生には，高い意欲や能力が見られるという指摘も才能教育分科会でなされてい
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る。 

こうした現状を改善していくためには，今後，小中学校段階の児童生徒向けの才能育成

プログラムを拡充するとともに，高等学校段階で普通科を含めたより広範囲な生徒の才能

を育成する機会を提供すること，さらに，大学１・２年次の学生に対する才能育成プログ

ラムを提供すること，などを柱とした方策を検討する必要がある。その際，国内では行わ

れていないが，海外で行われている効果的な取り組みを参考にすることも大切である。ま

た，子どもたちの科学技術系の才能を育成する施策に対する社会的支持を形成するととも

に，才能教育に関わる指導者，支援者，支援機関といった体制整備を含む人的・物的な環

境整備を進める必要がある。 

 次項においては，これらの課題の解決に向けた方策について論じる。 
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４．課題の解決に向けて 

本項では，（１）才能を育む機会の提供，（２）才能教育の環境整備，の２観点から，科

学技術系の才能教育に関わる課題の解決に向けた方策について論じる。 

「（１）才能を育む機会の提供」については，「①才能を育む基盤としての個に応じた多

様な機会」，「②潜在的能力を見出し育むための場の提供」，「③高い才能を有する生徒に高

度な専門的能力を育むプログラムの提供」の視点から論じる。 

「（２）才能教育の環境整備」については，科学技術分野における才能を育む基盤となる

環境として，「①才能教育に対する社会的認知の促進」，「②指導者の育成」，「③才能教育に

関する基礎的な調査・研究の推進」視点から論じる。 

 

(１)才能を育む機会の提供 

①才能を育む基盤としての個に応じた多様な機会（才能教育Ⅰ） 

○ 理科授業における個に応じた学習とキャリア学習の機会の拡充 

学校の理科授業において，理科の有用性，学ぶ意義，我が国にとっての科学技術の重

要性を理解させるとともに，個に応じた学習を進展させるために，指導する教員に対し

て好事例の紹介や研修を行い，習熟度別の学習形態や少人数講座による学習内容を深化

させた取り組み，理解の進んだ児童生徒に対する発展的な課題の提供や学習指導など，

個に応じた指導の充実に取り組む必要がある。例えば，才能教育の視点からは，先の学

年や学校段階で学ぶ内容を，早く学習したい児童生徒が学習できるようにする「早習」（ア

クセラレーション）や，現在，学習している内容をより高度な知識や経験を伴って学習

できるようにする「拡充」（エンリッチメント）の教育プログラムの可能性や，ティーム

ティーチング（ＴＴ）や少人数編制を利用して，高い水準の学習を必要とする児童生徒

に対して適切な水準で指導する可能性について検討を進める必要がある。 

また，職業としての科学技術に対する理解を深め興味・関心を喚起するために，学校

と地域の大学や企業，研究機関等の科学者・技術者が連携し，最先端の科学技術やそれ

が関わる職業について学習する機会，ロールモデルとなる若手研究者や先導的な研究者，

女性科学者らとの交流の機会を提供する必要がある。また，こうした取り組みのために，

学校と地域の科学者・技術者をつなぐためのコーディネート機能の提供や外部資金の提

供について検討する必要がある。 
 

○ 才能を育む場としての科学部の整備と児童生徒の科学研究の推進 

科学技術に意欲や能力の高い児童生徒が集まり，その才能を伸ばす場として，科学部

の整備を進めるとともに，その活動の機会を確保し，活発化する方策が必要である。科

学技術に対する興味・関心が高い生徒は運動部にも多く，こうした生徒が運動部の活動

を続けながら，科学部でも活動できるような環境づくりに学校が取り組むよう促す必要

がある。また，科学部の活動を活発化するためには，予算不足で観察・実験や調査・研

究，大会参加等の活動が十分にできないことを防ぐための支援も必要である。高等学校

においては，全国高等学校文化連盟が平成 21 年度に自然科学部門を設置し，全国的な科
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学部活動の発表・交流の場の充実に着手しており，今後の発展に向けた支援が期待され

るが，一方，中学校では，そのような組織がなく，今後，同様な動きを推進していく必

要がある。科学部の活動は運動部のように大会で表彰される華やかな機会は少なく，地

味なイメージで見られがちである。米国のサイエンス・オリンピアドのような国内の取

り組みを支援し，小・中・高等学校が参加できる科学技術分野の競技会を育成すること

が期待される。 

また，小学校から児童生徒の理科自由研究を奨励することによって，主体的な探究心，

創造性，問題解決力などを育む必要がある。そして，中学校や高等学校の科学部等に所

属して，より高度な科学研究に取り組むことで，生徒の理数系の才能が継続的に育成さ

れるようにする必要がある。そのためには，理科を教える教員が，科学研究の指導技術

を向上させるための研修機会を充実させるとともに，大学院で研究能力を高めた専門性

の高い教員を増やすことが有効と考えられる。また，児童生徒の理科自由研究や科学研

究の指導においては，必要に応じて理科を教える教員と大学等の専門家が連携したり，

地域において理科自由研究の相談会を開催したり，例えば科学館などの学校外で児童生

徒の科学研究をサポートできる体制を構築することが必要である。 
 

○理数に重点を置いた地域の教育拠点の整備と教育機能の充実 

科学技術に意欲や能力の高い中高生の才能を伸ばすため，各地域に科学技術教育の中

心的役割を担う学校や学科を整備し教育機能を充実すべきである。そのため，理数に関

する専門性の高い教育を行う高等学校理数科や，６年間かけて高度な理数教育を提供す

る中高一貫校，高度な工学教育を行う科学技術高等学校，高等教育内容も含めた５年間

一貫教育を行う高等専門学校等，理数系の才能育成に重点を置いた教育拠点を全国的に

整備し，生徒の才能を最大限に伸長できるようにする必要がある。例えば，工業系の高

等学校が，より高度な科学技術系人材の育成を目指し，高等教育への接続を重視した科

学技術高等学校へと転換する動きに，今後注目すべきである。また，中学校卒業後に大

学入試に影響されずに，５年間専門性の高い教育を提供できる高等専門学校の機能を，

より向上していくことが望まれる。 

また，ＳＳＨの事業指定を拡充し，こうした理数教育拠点において高い水準の教育が

実現できるよう支援する必要がある。  

ＳＳＨ事業は，指定の期間中，特色ある教育課程の編成が可能となるが，今後は，高

い水準の理数教育に重点を置いた教育課程を長期的に提供することを可能とする制度に

ついて検討することが期待される。併せて特定の生徒に対して，大学水準の専門性の高

い講座を，大学や中核的拠点となる別の高校で，あるいは遠隔授業で受講させるなどを

可能にすることが望まれる。 

 

○ 地域社会で支える科学技術に意欲や能力の高い児童生徒の才能を伸ばす仕組みづく 

りと長期的取り組みの支援 

社会全体で，子どもたちに魅力的な科学技術が体験できる機会を提供し，理数好きな

子どもを育む取り組みを支えていく必要がある。「青少年のための科学の祭典」や学校や
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科学館などが独自にその地域の人々の協力を得て開催する「ミニ科学の祭典」や「サイ

エンスショー」，ＪＳＴの「サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト（ＳＰＰ）」

や「地域の科学舎推進事業」などは，小・中・高等学校教員，大学，研究機関，行政，

企業，ＮＰＯ，ボランティア等の個人や機関が協力して，地域の児童生徒に科学技術の

魅力を伝える大切な機会となっている。こうした取り組みを支援したり充実させること

で，地域の子どもたちの科学技術に対する興味・関心を高めることが可能となる。 

科学技術への興味・関心が高まった子どもたちが，より発展的な学習機会を求めて，

ＳＳＨ等の地域の教育拠点校に進学し，専門性の高い理数教育を受けることで，地域で

理数好きな子どもの才能が継続的に育成されるようになる。したがって，各地域におけ

る個人や機関のネットワークを構築し，長期的な子どもの才能育成を視野に入れて連携

する取り組みに対して，包括的な支援を行うことが効果的である。 
 

② 潜在的能力を見出し発揮させる機会の提供（才能教育Ⅱ-a） 

○学校が科学技術分野の専門家と連携し，生徒に科学技術の研究と開発を体験させる機

会の拡充 

学校が大学や研究機関，企業等と連携して，生徒が科学技術の研究や開発の実際を知

るための体験機会の提供や，将来の進路を判断する上での適切な情報を提供する必要が

ある。生徒が科学技術の研究や開発に携わる専門家から，その実際について教えてもら

ったり，自らが科学技術の研究や開発を体験したりするために，学校は大学や研究機関

などの科学技術の専門家と連携することが不可欠であり，また，それを可能にする外部

資金の提供が必要である。ものづくり関連の企業には，将来の優れた人材育成に向けた

先行投資として，積極的な協力が期待される。 

また，大学や研究機関等においては，施設実習や出前講義といった人の移動や多くの

経費を伴わないでも，生徒に可能な範囲で専門的な学習体験機会を提供できるよう，イ

ンターネットを活用した中学や高校との連携の可能性について検討を進める必要がある。 

理科教員が科学技術の専門家と連携するためには，理科教員が研修や研究目的で，積

極的にさまざまな科学技術の専門家と会合する機会を持つことが有効である。高校の理

科教員を対象とした科学技術の専門家との人的ネットワークを構築しやすくするための

会合を定期的に各地で開催することが期待される。 

理科教員が科学技術の専門家とコミュニケーションできる状況を構築していれば，特

定の領域に高い才能を持つ生徒に対して専門家と連携してより専門的な教育を提供でき

る可能性が高まる。加えて，生徒の課題研究を進める過程で，当該領域の専門家から的

確な指導やアドバイスを得て，生徒の研究を飛躍的に進展させることができる。生徒の

成功体験や達成感は，その後の人生でのさらなる発展への原動力となりうる。 

そして，課題研究の成果を対外的に発表させ，専門家からアドバイスを受けたり，同

じ分野に関心をもつ仲間と交流したりできる機会を提供する必要がある。理数教育に重

点を置いた学校間で生徒の合同研究発表会を開催して科学技術の専門家を招いたり，積

極的に生徒の科学研究コンテストへの参加を促すなどの取り組みが期待される。 

また，科学技術関連の学協会の場で高校生が発表し，様々な専門家から指導助言が得
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られる機会を一層充実させることも必要である。より多くの学協会にそのような取り組

みをはたらきかけるとともに，取り組みに対して支援が得られることが期待される。 

さらに，理科教員が，高度な専門性を要する生徒の疑問に答える上で，専門家に支援

を求める以前に，専門的な書籍や雑誌，インターネット等から，有効な情報がある程度

入手できる状況にしておく必要がある。理科教員が専門的な知識を入手しやすくなる支

援策について検討する必要がある。 
 

○科学オリンピックと科学研究コンテスト等へのチャレンジ機会の拡充 

科学技術に意欲や能力の高い生徒が，チャレンジ機会を通してその才能を開花できる

よう，科学オリンピックや科学研究コンテスト，科学部の大会や科学技術分野のチーム

対抗競技会などの種類や回数，参加人数等を拡大する必要がある。 

科学オリンピックについては，多くの生徒が参加しやすい状況とするために受験      

会場を各地に設け，その参加に向けた発展的学習の機会を学校や地域で提供することが

期待される。また，予選を通過し本選に参加する生徒に対して，その旅費を補助すると

ともに，専門家による学習の機会を提供し，その能力の伸長を図る必要がある。なお，

ボランティア活動の継続的発展は難しく，今後国を挙げた支援体制を強化する必要があ

る。 

科学研究コンテスト，科学部の大会等については，児童生徒が参加可能な大会を増や

し，参加機会を十分に確保することが必要である。国や自治体，大学，研究機関，企業，

学協会などがスポンサーとなり，大会開催のための経費の支援や審査への協力，優れた

成果に対する表彰を充実させる必要がある。また，参加する児童生徒に対して，学校と

社会が連携し，専門的な指導を行うことで，研究や競技の水準が向上できるような支援

が必要である。 
 

○科学技術の分野で国際的にも活躍するための，基盤となる能力育成の推進 

将来，科学技術分野で活躍するために必要となる，基盤的な能力としての日本語と英

語でのプレゼンテーション能力やコミュニケーション能力，リーダーシップ，協調性な

ど，幅広い資質や能力を身につける取り組みを，普通科を含めた高等学校段階でも充実

させることを検討すべきである。 

また，国際的な展望を持って将来の科学技術分野での活躍に生徒を意欲づけるには，

インターネットを活用して，日本と海外の理数に重点を置いた学校の生徒がコミュニケ

ーションできる機会を充実させたり，国際学生科学技術フェア（International Science 

and Engineering Fair（ＩＳＥＦ））や国際科学オリンピック等の国際大会で優れた才能

を発揮した生徒を日本に招き，日本の生徒と交流する機会を設けることが有効な手段で

ある。
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③高い才能を有する生徒に高度な専門的能力を育む機会（才能教育Ⅱ-b） 

○高い才能を有する生徒の水準に合った教育機関や教育プログラムの整備充実 

科学技術系で特に高い才能を持つ生徒に対して，その能力に見合った，より高い水準

の教育プログラムを安定的に提供できるようにする必要がある。教育機関の例としては，

韓国の英才科学学校やシンガポール国立大学附属理数高校，米国の理数系に重点を置い

たマグネットスクールなど，将来の優れた科学者や技術者の育成を目指して設置され特

別な教育プログラムを提供している海外の高等学校もしくは中等教育学校が参考となる。

我が国においても，平成 21 年春に開校した横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学

校のように，科学技術系の才能育成に特化した学校を設置する動きが見られる。今後，

こうした科学技術系の才能育成に力点を置いた教育機関の設置の促進が期待される。 

教育プログラムの面では，高等学校段階で大学水準の学習を可能にするアドバンス

ト・プレイスメント（AP）の検討を進めるとともに，インターナショナルバカロレア（IB）

の認定校の拡大が期待される。また，高大連携による高い水準の選択科目を高等学校段

階で履修可能とする取り組みを支援することが期待される。 

高い水準の科学技術系の教育プログラムを充実させるためには，教育課程特例校制度

や文部科学省の研究開発学校としての学校教育法第８５条の特例を適用するほか，主と

して理数系教育に重点を置く専門学科である高等学校「理数科」に関する教育課程編成

をより弾力化し，高度な理数系教育への大幅な時間配分を可能にすることや，中高一貫

教育における６ヶ年教育においても一層教育課程を弾力化して，高い才能を持つ生徒が

早期に高度な理数系教育を履修できるように検討することが望まれる。 
  

○高い才能を有する生徒に合った水準の指導の充実 

高い才能を有する生徒には，その才能に合った高い水準の指導が必要であり，科学技

術の専門家がメンターとして個別に専門的な研究指導や進路等のアドバイスを提供する

機会を一層拡充する必要がある。未来の科学者養成講座やＳＳＨなどでの科学技術の専

門家による生徒への継続的なサポートを一層推進するとともに，中学・高校の科学部に

おける生徒の科学研究や課題研究に対して，科学技術の専門家からのアドバイスが受け

られる機会を充実させる必要がある。また，地域の理数教育の拠点には，地域の高い才

能を持つ生徒と，科学技術の多様な分野の専門家との間をコーディネートする機能をも

つことが期待され，そのための支援の検討が必要である。 

 

○サイエンスキャンプや合宿セミナー等への参加機会の拡充 

特定の領域に高い意欲や能力を持つ生徒を対象とした科学系合宿セミナーやサイエン

スキャンプ，数週間かそれ以上に及ぶような長期のセミナーなど，生徒がその領域の科

学技術の専門家を志す集団の一員として，自らを位置づけ，その領域での才能を伸長さ

せることができる機会と，参加可能な生徒数を増やす必要がある。生徒の参加機会を提

供することを通じて，科学技術の専門家は，研究者としてのロールモデルを示すととも

に，自分の専門分野の有望な後継者の育成に貢献すべきである。こうした取り組みを促

すための財政支援を充実する必要がある。その際，支援の対象を大学や研究機関に加え
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て，例えば NPO 法人「数理の翼」による夏季セミナーや NPO 法人「ネットジャーナリス

ト」による創造性の育成塾などのような，専門家による非営利団体が行おうとする自主

的な才能育成活動に対しても拡大することで，科学技術の専門家による社会的な連携を

推進することが期待される。 

 

○大学入学者選抜時に生徒の科学技術分野での高い才能や優れた実績を重視すること 

科学技術系の高い才能を有する高校生が，継続的にその才能を伸長できるように，入

学者選抜方法の変革を含めた高大接続の進展を図る必要がある。それによって，大学水

準の学習プログラムを履修させたり，主体的に創意工夫をして科学研究に取り組ませ，

科学技術の専門家からの指導を受けさせたり，科学オリンピックや科学コンテストにチ

ャレンジさせるなど，高等学校段階において生徒の科学技術分野での才能を最大限に高

めることに，集中的に時間を配分することを可能にする必要がある。 

そのためには，大学入学者選抜時に，高い水準の学習機会やコンテスト等にチャレン

ジしてきたことが有利となるような選抜方法や優遇措置を一層取り入れる必要がある。

現在，一部の大学が実施している科学オリンピックでの優秀者に対する特別選抜枠も，

その対象領域や実施する大学の拡大が望まれる。また，韓国科学英才学校に見られるよ

うに，無試験での大学入学が保証された環境下で，高い水準の科学技術系教育が行える

高等学校も望まれる。とりわけ，大学に附属する高等学校では，大学教育と直結した高

い水準の才能育成に積極的に取り組むことが期待される。 

 

○科学技術分野の才能児に対する長期的，継続的な支援の充実 

科学技術分野に高い才能を示す子どもが，小・中・高等学校へと進学する過程で，常

にその才能に見合った水準の教育が受けられる可能性は低く，長期的，継続的に才能が

伸長する可能性を高めるためには，学校やその担当教員に依存しない支援機能を充実さ

せる必要がある。例えば，地域に科学技術分野の才能児に対するサポートセンターを設

置し，継続的に生徒や保護者の相談に応じたり，生徒の必要性に沿って科学技術の専門

家によるアドバイスを提供したり，科学コンテスト等にチャレンジする機会を無償で提

供するなどの支援が期待される。地域のサポートセンターでは，才能児のサポートに協

力する地域の大学，研究機関，企業等の科学技術の専門家や高い専門性を有する退職者

等との人的なつながりの構築に努める必要がある。例えば，将来的にＪＳＴの「未来の

科学者養成講座」実施機関は，広域の中核的サポートセンターとして，長期的，継続的

に支援を提供する可能性を見出すことが期待される。 

 

○知的財産に対する理解の促進と生徒や学生の特許取得に対する支援体制の整備 

生徒が，将来科学技術のイノベーションを支える人材として成長する上で，特許など

の知的財産権に対する認識を深めることは不可欠であるが，特許の取得や知的財産権保

護に関する学校の教員の認識は薄く，これについての研修を推進する必要がある。また，

高校生や大学生がその研究成果で特許を取得することは，アメリカなどでは珍しくない

ことから，わが国においても高校生や大学生による特許出願を支援する体制を整えるこ
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とが期待される。さらに，高校生や大学生が取得した特許事例を広く紹介することも，

関係者の理解を促進する上で効果的である。 

 

○科学技術イノベーションの創出に寄与する高度才能人材育成を長期的に育成する戦略   

の策定と取り組みの推進 

スーパーサイエンスハイスクール等で課題研究に取り組んで大学に入学した研究意欲

の高い学生が，学部１，２年次にその取り組みを継続できるように，研究機会の提供を

充実させる必要がある。重要な研究開発領域でのイノベーションの創出の可能性を高め

るために，高い才能を有する学生や高校生がその領域の研究に早くから取り組めるよう，

大学等の研究室が学生を早い段階で受け入れ，能力の高い学生に対して継続的な研究機

会を提供することを検討すべきである。 

また，そのように高い才能を有し，研究に取り組んだ学生が大学院まで継続して研究

に取り組み，その才能を伸長できるよう，大学における教育プログラムの充実が期待さ

れる。 
さらに，女性研究者が育つキャリアパスの環境整備についても，男女共同参画社会の

実現を目指した組織的な改革や予算措置を伴う支援策などを今後検討すべきである。 
加えて，将来複雑な問題や課題に効果的に対処できる資質や能力を育成するために，

特定分野の才能が他分野の才能と相互作用する機会の提供について検討すべきである。

ますます複雑化する社会に対応して科学技術イノベーションを生み出すためには，異分

野の知識を融合し，個人の能力を活用しながら組織全体の創造性を最大限に高める必要

がある。例えば脳科学の対象とする範囲の急速な拡大により，生理学や神経科学以外に

も工学や心理学など幅広い学問領域の連携とそれらの知識の統合が必要とされている。

既存の学問・研究分野にとらわれず，異なる分野の知見を取り入れた学際性に富む異分

野を融合した研究の展開と発展の動向について，能力の高い学生が認識を深められるよ

うにする必要がある。 
 

（２）才能教育の環境整備 

①才能教育に対する社会的認知の促進 

○優れた科学技術系人材を育成する取り組みの実施状況や成果の周知 

才能教育施策への社会的認知度を高め，国民の将来への不安を軽減するために，才能

豊かな子どもたちを育成する取り組みの実施状況や成果を国民に積極的に周知すべきで

ある。スーパーサイエンスハイスクールや未来の科学者養成講座，科学オリンピック，

科学コンテスト，サイエンス・キャンプや合宿セミナーなど，個々の事業や活動の実施

の様子や成果報告を積極的に公開するとともに，メディアの協力を得たり，インターネ

ットを積極的に活用したりするなどして，情報を広く世の中に周知することが重要であ

る。 
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○科学技術系才能人材についての認識を深める取り組みの推進 

国民の科学技術系の才能人材に対する正しい理解を促進しイメージアップを図るため，

大学や研究所・企業等の協力を得て，第一線の科学者や技術者と直接触れ合う機会を増

やしたり，サイエンスカフェを一層充実させるなどして，科学技術系才能人材がその人

間的魅力も含めてより身近に感じられる取り組みを推進することが重要である。 

同様に，理数系の才能豊かな子どもたちが，その非凡さ故に学校や社会で孤立してし

まわぬよう子どもたちの活躍の様子を伝えるとともに，彼らの育成が将来の科学技術の

発展を通じた安心な社会の実現に貢献するという認識を深める取り組みを，学校や社会

に対して行う必要がある。そのためには，国際科学オリンピックなど科学技術系コンテ

ストでの受賞者を広く紹介したり，環境やエネルギーなどの困難な問題の解決へ向けた

子どもたちの優れた提案や活動を称賛するなど，社会全体で才能豊かな子どもたちの活

躍を引き出し応援する取り組みを推進することが重要である。 

さらに，才能教育はいわゆるエリートを特別扱いした差別的な教育であるとして，そ

の目的や中身にかかわらず，一方的な批判を受けやすいことから，才能教育施策が，人

的・物的な教育資源を効果的に活用し，優れた科学技術系人材を育成していることをア

ピールするとともに，施策に肯定的でない人々との対話を積極的に行うことを通じて，

施策への理解を得る取り組みを重視する必要がある。例えば，さまざまな意見をもつ人々

との対話の機会としてのシンポジウムを開催したり，そうした人々に才能教育の活動を

実際に観察してもらい指導者や子どもたちと交流する機会を設けることなどが考えられ

る。 
 

②指導者の育成 

○才能教育の専門家としての指導者の養成 

才能児に適した学習を成立させるための教材や指導法，専門家との連携手法，心理面

や認知面のサポート技能等を習得した才能教育の専門家としての指導者を養成するカリ

キュラムを，国内の大学等の協力を得て開発する必要がある。その際，米国など海外に

おける先進的な取り組みを調査し，参考にすることが有意義である。 

このカリキュラム開発の過程では，科学技術系の才能児に適した教材や指導法も合わ

せて開発する必要がある。小学校，中学校，高等学校の各段階で，優れた才能をもつ児

童生徒に対して，その才能を効果的に伸長させる教材や指導法が開発され利用可能にな

らなければならない。海外での事例も参考にして，多くの分野の専門家の協力を得て教

材や指導法の開発に取り組む必要がある。 

そして，才能教育の専門家としての指導者を養成する機関として，大学等でプログラ

ムが提供されることが必要である。 

 

○才能児に関わる人的・機関的ネットワーク化の推進 

科学技術系の才能児に関わる指導者や機関の人的・機関的なネットワーク化を図るた

めには，各地域と全国規模で，ネットワーク化を推進するコーディネート機能を整備す

ることが重要である。各指導者，各機関がそれぞれ才能教育の拠点として各地の才能児
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のニーズを把握するとともに，単独での対応が困難なニーズに対しては，地域の人的・

機関的なネットワークによって対応を図る必要がある。地域にそのためのコーディネー

トの機能を整備する必要がある。 

さらに，全国的な調査や地域を超えた連携，イベントの開催，財政上の問題など，地

域での対応が困難なニーズに対しては，全国規模の人的・機関的なネットワークによっ

て対応を図ることが効果的であり，オランダのプラットフォーム・ベータ・テクニーク

など海外の例も参考にして，全国的なネットワーク化を図り，財政的支援も含めた必要

なコーディネートを提供する機能を整備する必要がある。 

 

③才能教育に関する基礎的な調査・研究の推進 

○科学技術系の才能の定義と測定法，認知的発達との関係，脳科学の知見 

児童生徒の科学技術系の才能とその育成に関する基礎的研究を進展させる必要がある。

特に科学技術系の才能の定義と測定法，幼児期や児童期の認知的発達と科学技術系の才

能との関係についての研究が重要である。急速に発展しつつある脳科学研究も科学技術

系の才能開発に新たな知見を与えるものと期待される。 

 

○才能教育に関わる現在の取り組みの有効性の検証研究 

ＳＳＨをはじめ，未来の科学者養成講座，科学コンテスト，サイエンスキャンプ，合

宿セミナー等の才能を育成しようとする取り組みの有効性を検証する研究が重要である。

特に平成 14 年度に始まったスーパーサイエンスハイスクールに関しては，当初参加した

高校生が大学を卒業した段階であり，卒業生の進路や，その後の社会での活躍の様子等

を追跡調査するなどして，ＳＳＨでの取り組みの有効性を検証し今後の展開への知見を

与える研究が必要である。 

 

○才能教育に関する海外での取り組みの整理と国内への情報提供 

才能教育に関して，海外でこれまで行われてきた取り組みの詳細や研究上の知見を収

集・整理して，日本における今後の科学技術系才能教育の展開に資する情報を提供する

ことが必要である。その際，さまざまな国の才能教育研究の成果を総合するためには，

国内外の幅広い研究者の参加を呼びかけるとともに，海外での知見を広く国内へ情報提

供することが有効である。 

 

○才能人材に関するサプライとデマンドの分析 

科学技術イノベーションの創出に必要とされる才能人材に関するサプライとデマンド

の関係を分析する必要がある。例えば，分野別に科学技術系人材の需要と供給の状況を

定常的に観測することが，今後の科学技術人材育成施策の立案への有効な示唆を与える。

とりわけサプライ側に関して重要な問題は，その対象者を同一年齢集団に対して何パー

セントに設定するかである。0.1％，1％，５％など，設定次第で必要な施策の規模は大

きく異なってくる。例えば，現在のスーパーサイエンスハイスクールの対象生徒は，当
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該年齢集団の生徒の約 1％となっているが，この適切性について客観的な情報分析に基づ

いた検討が必要である。このような研究を推進することで，才能教育に関するどのよう

な施策をどのくらいの規模で実行すべきかについて有効な示唆を得ることができる。ま

た，高等学校段階での理数系科目選択者数をはじめ，科学技術人材育成に関わる基本的

な統計情報を整備する必要がある。 

なお、現状で科学技術系人材の規模としては、例えば大学院修士課程に入学する学生

数が想定できる。理科系（理学，工学，農学，保健，家政，自然科学，社会・自然科学）

を専攻する学生は 5万 4千人と，修士課程入学者の約 7割を占めている。 

（参考：平成 21 年度の大学学部入学者は約 60 万 9千人で，理科系学科の学生は約 19万

人と，約 3割となっている。） 

一方、米国議会に 1972 年に提出され，その後の米国における才能教育の定義や規程に

影響を与えたマーランド報告書においても，「英才は全人口の約 5％を構成し，6 つの領

域（一般的な知的能力，特定の学問的才能，創造的もしくは生産的思考，統率能力，視

覚および芸術，精神運動的能力）のいずれかにおいて卓越した能力を発揮することがで

きる」とされており、この 5 万人という規模は，日本の同一年齢人口の約 4～5％に相当

している。今後，科学技術分野の才能を伸ばすために，一般教育とは異なる特別な教育

機会を必要としている集団を検討する上で、視野に入れる必要がある。 
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（３）終わりに 

本報告書は，国内外の諸々の調査データとヒアリング結果に基づいて，科学技術系の才

能育成に関する現状を整理し，課題を認識するとともに，課題の解決に向けて今後取るべ

き方策を有識者の見解として取りまとめたものである。方策の実現には，産学官民が連携

した幅広い社会の関係者間の協働が不可欠であり，その中で国は，リーダーシップを発揮

して必要な予算措置を行い，活動を積極的に推進すべきである。 

これまでにも我が国は，科学技術によって戦後の困難を克服し，「科学技術創造立国」，「も

のづくり立国」として発展してきた。その過程では，昭和 28 年に議員立法で「理科教育振

興法」を成立させ，理科教育審議会で重要諸課題への対策を答申・建議し，国家建設の基

盤としての理科教育の水準を着実に向上させた。しかしながら，現在の理科教育振興法は，

国庫補助する実験設備の基準改訂を行うことしか機能しておらず，しかも，小・中・高等

学校における理科の設備備品費や消耗品費の予算の実態は，年間子ども一人当たりそれぞ

れ 300～500 円程度と，きわめて少額となっている。現在のスーパーサイエンスハイスクー

ルは，期間を限定した研究開発事業であり，指定期間経過後には，学習指導要領の特例は

適用されない。このような状況では，長期的な見通しの下で優れた人材の育成に継続的に

取り組むことはできない。「未来の科学者養成講座」事業についても，支援期間が 3 年間で

あるため，未来の科学者を継続的に養成していくには限界がある。 

他方，諸外国では，科学技術系の優れた人材を育成するために，政府が法律を制定し，

必要な予算を投じている。例えば米国では，「米国競争力法」の下，2015 年までに 10 万人

の専門性の高い数学と科学の教師を養成すること，低所得者層の子どもたちでアドバンス

ト・プレースメントテストに合格する子どもの数を 2006 年の 23 万人から 70 万人に増加さ

せること，数学者や科学者を非常勤の高校教師として 2015 年までに最高３万人採用するこ

となど，科学技術人材確保のために，国を挙げた理数教育の推進に取り組んでいる。また，

本報告書で紹介したジョージア州のように，米国の多くの州が独自に才能教育の制度を定

めている。ジョージア州では，才能児として認定し才能教育プログラムを提供する生徒が

全生徒の約９％にも達するが，これは，才能児を育成することが将来の社会の発展に貢献

することを前提として，科学技術分野に限らず，あらゆる分野での才能の育成に有効な学

習機会を提供しようとするもので，わが国における個に応じた教育が目指す実質的平等教

育の一つの在り方を示していると考えられる。また，韓国は，2000 年に「英才教育振興法」

を制定し，法律で「才能の秀でた人物を早期に発掘し，生れついた潜在力を開発すること

ができるよう能力と素質に合った教育」を振興すると定め， 2001 年に制定した「科学技術

基本法」で科学分野の英才教育の振興を盛り込み，その後，英才科学高校の設置を拡大し

ている。わが国と同様かそれ以上に大学入学試験への対応が高校の学習に強い影響を与え

ている韓国で，理工系大学への無試験入学を保証して，優れた才能を育成しようとする英

才科学高校の設置と拡大は，科学技術分野の英才輩出に，韓国が国を挙げて取り組む姿勢

の現れである。 

人材こそが唯一の資源であるわが国で，科学技術の分野に優れた才能を有する人材が着

実に輩出されるようになるために，今こそ国がリーダーシップを発揮して継続性のある一

貫したシステムを構築すべきである。国家事業として，法的整備を含めて，初等教育から
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中等教育へ，中等教育から高等教育へ，そしてさらに科学技術創造の現場へという約 20年

間に及ぶ優れた才能人材の育成を推し進めるシステムを，産学官民の連携により構築して

いくことを強く要望する。 
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５．ＪＳＴのとるべき対策 

ＪＳＴにおいては，これまで，小・中・高等学校の理数教育支援に係る事業として，「国

際科学技術コンテスト支援事業」，「未来の科学者養成講座」，「スーパーサイエンスハイス

クール支援事業（ＳＳＨ）」など，才能教育に係る取り組みの支援を行ってきた。 

 今回の才能教育分科会における才能教育に係る広範な議論・問題提起を契機として，Ｊ

ＳＴにおいては，今後，ＪＳＴの才能教育関連の諸支援事業を連携させ，才能を持つ児童，

生徒の才能を積極的に見い出すとともに，見い出した才能を積極的に伸長させる一連のプ

ログラムとして連動させる視点を持って，事業の運営，改善に努め，以下に示す施策の候

補について，必要な調査研究を行い，優先度を考慮した上で，実現に向けて努力すべきで

ある。 

 その際，科学技術分野での革新に飛躍的な貢献をするであろう希有な才能を持った人材

と，広く科学技術分野で活躍するであろう人材を意識し，各学校段階に応じた事業の実施

が望まれる。 
 

(１)才能を育む機会の提供 

①理数系才能教育拠点の設置支援 

学ぶ意思・能力のある子どもを発掘し，伸長させるための仕組みとして，人的・物的・

財政的資源の効率的利用の点では，各学校において数少ない才能児に定常的に特別プログ

ラムを提供するよりも，地域に才能教育の拠点を構築し，そこに資源を集中させることが

望ましい。高等学校段階においては，ＳＳＨを発展させ，その機能を持たせることが有効

と考えられるが，小・中学校段階においては，新たな拠点構築が望ましい。そのような拠

点が全国各地に整備され，才能教育の専門的指導者が，各地域の才能児の学習機会をコー

ディネートしたり，直接指導したりできるようにする必要がある。 

 また，未来の科学者養成講座は，特に高い才能をもつ子どもの育成を支援する取り組み

として有効であると考えられる。 

例えば市町村ごとなど，子どもの身近な場所で専門家による才能教育の拠点を設け，地

域における専門性の高い人材の協力を得て，高度な学習機会を提供するとともに，そのよ

うな拠点が，ＳＳＨや未来の科学者養成講座などと接続し，子どもたちの才能が継続的に

伸長される環境を整えることが重要である。 

さらに，そのような拠点において，学校の理科や数学の教員が，個に応じた指導の資質

能力を向上させる一環として，科学技術系才能教育の指導者としての資質能力を習得する

研修プログラムを提供することが有効である。 

ＪＳＴは，地域の才能教育の拠点構築について，ＳＳＨや未来の科学者養成講座との接

続や指導者の研修など，役割や機能について検討を行い，具体化に向けてその支援を推進

すべきである。 
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②社会・経済ニーズに対応した科学技術イノベーションの創出につながる才能人材育成

への戦略的取り組み 

高い才能を有する生徒には，その才能に合ったプログラムが提供されることで，さらに

その能力を伸長させることが出来る。ＪＳＴは例えば中高一貫教育を含め，高い水準の学

習を先取り可能にする取り組みについて，研究を進める必要がある。 

また，ＳＳＨなどで課題研究に取り組んだ意欲ある生徒が大学入学後に，大学において

その取り組みを継続することが難しいなど，特に学部１，２年次における研究機会の提供

が手薄となっている。大学などの研究室が学部学生や高校生を早い段階で受け入れ，意欲

と能力の高い学生に対して継続的な研究機会を提供することが必要である。 

併せて，大学学部生，高校生を対象とした研究機会の提供について検討するにあたり，

社会・経済ニーズに即した研究領域を設定し，この領域の研究室に積極的に学生を受け入

れることについて検討すべきである 

さらに，専門的な指導や進路への指針を与える存在の例として，メンターシップの普及

を挙げることができる。諸外国では，卓越した才能をより伸ばし，科学系人材育成にメン

ターの存在が重要視されている。ＪＳＴは例えば大学・研究所などによる研究指導の仕組

みとして，個々の必要性に添った助言や支援を行うメンターシップ制度などの取り組みに

ついて，海外も含めた現状を調査し，具体的な方策について，検討すべきである。 

 

③才能教育に関わる先進的な取り組みの拡充 

理数系の才能教育において，観察・実験等を通じた体験的な学習，問題解決的な学習，

課題研究の推進や理数に重点を置いたカリキュラムの実施を支援する取り組みとして，Ｓ

ＳＨは極めて有効なものとして実績を上げつつある。高い能力を有するすべての生徒に対

して，その意欲・能力を更に伸ばし，将来の国際的な科学技術系人材の育成を推進するた

めに，ＳＳＨの取り組みを，質・量ともに今後更に拡充すべきである。 

また，今年度から開始されたＳＳＨの先進的理数教育の拠点形成事業において，近隣の

高等学校にその取り組みを普及し，さらに小中学校に対しても取り組みを連携して実施す

ることにより，児童生徒の理科に関する興味関心の向上に寄与することが望まれる。ＳＳ

Ｈ拠点形成事業の充実について，コーディネータなどの配置による地域への効果の波及な

どを具体的に検討すべきである。 

 さらに，高い才能を有する子どもたちに長期的，継続的に適切な学習機会を提供するた

めには，子どもたちの才能の伸長をサポートできる仕組みを学校外に構築することが有効

である。そのためには，大学の積極的な関与が欠かせない。理数に関して卓越した意欲・

能力を有する児童生徒に向けた，高度で発展的な学習環境を継続的に提供する取り組みを

支援する，未来の科学者養成講座について，プログラムの充実と普及および，採択機関の

拡充を図るとともに，上述の才能教育拠点と接続を図り，子どもたちの才能が継続的に伸

長される環境を整えることが重要である。 
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④才能教育に関わる多様な学習機会の拡充 

生徒の潜在的能力を開花させる機会の１つである，科学オリンピックや科学研究コンテ

ストについて，裾野の拡大によるトップ層の充実を目指し，参加者層を掘り起こすために，

試験会場の増加，候補者に対する訓練の充実，参加者間のネットワーク構築のための場の

提供など具体的な充実を図るべきである。 

また，個に応じた多様な学習の機会として科学部は重要であるが，活動が表彰される華

やかな機会が少ないなど，現状を改善するために，中学生・高校生のための科学部活動振

興策について，具体的に検討すべきである。 

さらに，大学・科学館などと学校現場とが連携し，体験的・問題解決的取り組みを支援

するサイエンス・パートナーシップ・プロジェクト（ＳＰＰ）において，科学技術の重要

性を実感させ，キャリア意識を高める機会の拡充を図るとともに，サイエンスキャンプな

どの合宿型学習活動について，拡充すべきである。 

 

⑤その他 

ＳＳＨや科学研究コンテストなどを通して，海外の優れた研究を行っている生徒との交

流機会を設けることが望まれる。海外のコンテストなどと連携し，そのような交流の場の

提供について具体的に検討すべきである。 

また，中高生が大学や研究機関の研究者など専門家からの適切なアドバイスや指導が得

られる機会は重要であり，彼らの学会への参加機会の提供などについて，現状の取り組み

を調査し，支援策について検討を推進すべきである。 

さらに，子どもたちが課題研究に取り組むにあたって，知的財産に対しての認識を高め

ることも重要である。ＳＳＨなどの課題研究における，特許取得や知的財産保護のために，

ＪＳＴの特許化支援など，知的財産に関する支援事業の情報を活用していくことも検討す

べきである。 

 

 

（２）才能教育の環境整備 

①才能教育に対する社会的認知の促進 

理数系才能教育の取り組みを社会からの理解と信頼を得て推進するために，ＳＳＨや未

来の科学者養成講座などの諸施策を通じて，人的・物的教育資源を効果的に活用し，優れ

た科学技術系人材を育成していることを広く世の中に公開するとともに，企業を含む地域

社会と協力し，科学技術系人材のイメージアップを図るなど，社会からの共感を醸成する

戦略的な取り組みが必要である。また，さまざまな意見をもつ人々とシンポジウムの開催

等を通じて，対話の機会を充実すべきである。 
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②指導者の育成 

理科を教える教員が，理科自由研究の指導技術を向上させる研修機会を充実させるとと

もに，専門性の高い教員を増やすことが望まれる。ＪＳＴでは，今年度から開始した理数

系教員養成拠点構築事業を継続して実施し，地域の研修会，研究会において，指導的役割

を果たす教員の養成を着実に実施するべきである。 

 

③才能教育に関する基礎的な調査・研究の推進 

才能教育に関して，海外でこれまで行われてきた取り組みの詳細や研究上の知見を収

集・整理して，日本の科学技術系才能教育の展開に資する情報を提供することが必要であ

り，さまざまな国の才能教育研究の成果を総合するためには，国内外の幅広い研究者の協

力を得た研究体制を構築することが有効性を高める。 

ＪＳＴは，才能教育に係る研究を実施するための研究資金や研究環境の実状を調査し，

理数教育関係研究者，実践者が必要な研究を実施できる研究資金の提供について支援を検

討すべきである。 

また，その研究成果について，発表の場の提供，公開など，幅広く活用するための促進

策についても併せて検討すべきである。 

46



 

 

 

 

 

 

参 考 資 料 

47



【調査データ】       

 

図１ 理科の理解が進んでいる生徒に発展的な課題を与えたり，授業の合間や放課後に指導する割合 

 

・高等学校において発展的な課題を与えたり，授業の合間や放課後に指導する割合 
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27
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28
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28

27

25

35

23

10

9

18

20

0

1

0

1

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普通科
総合的な理科

普通科 物理Ⅱ 

普通科 化学Ⅱ 

普通科 生物Ⅱ 

普通科 地学Ⅱ 

指導している どちらかといえば指導している

どちらかといえば指導していない 指導していない

無回答
 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

 

・小中学校において生徒に発展的課題を与えたり，授業の合間や放課後に指導する割合 
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19

49

49

36

26

0

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学校・学級担任

中学校理科教員

行っている どちらかといえば行っている    

どちらかといえば行っていない 行っていない

無回答

 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 小学校理科教育実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

JST・国立教育政策研究所 中学校理科教師実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

（総合的な理科：理科総合 Aまたは Bまたは理科基礎を担当する教員） 

（小学校学級担任：理科主任以外で学級担任として理科を教える教員） 

参考資料 1 
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図２ 科学者や技術者の特別講義・講演会実施割合［高等学校］ 
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理数科　第２学年

ＳＳＨ　第２学年

普通科　第３学年

理数科　第３学年

ＳＳＨ　第３学年

全ての生徒を対象に実施している 一部の生徒を対象に実施している

理系のコースの生徒を対象に実施している 実施していない

無回答
 

36

82

100

64

18

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普通科

理数科

ＳＳＨ

少なくともいずれかの学年で実施している 実施していない・無回答

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
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図３ 外部の理科の専門家（科学や科学技術の仕事や研究をしている人）が，児童に科学や科学技術
について教える機会 

 

 

［小学校第 1 学年］            ［小学校第 2学年］ 
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0回
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19
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無回答
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［小学校第 3 学年］            ［小学校第 4学年］ 
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19
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0回
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無回答
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17
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0回
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［小学校第 5 学年］            ［小学校第 6学年］ 
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無回答
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出典：JST・国立教育政策研究所 小学校理科教育実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
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［中学校第 1 学年］ 
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無回答
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［中学校第 3 学年］ 
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出典：JST・国立教育政策研究所 中学校理科教師実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
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図４ 大学や研究所，科学館等で理数に関する見学・体験学習を何れかの学年で実施している割合 
 

 

39

94

100

61

6

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普通科

理数科

ＳＳＨ

少なくともいずれかの学年で実施している 実施していない・無回答

 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

 

 

 

 

図５ 研修や研究目的で，大学や研究機関等の専門家と会合する割合［高等学校］ 
 
 

0

0

0

3

3

7

28

43

59

24

26

17

38

20

10

7

7

6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普通科

理数科

ＳＳＨ

週に１回以上 月に１～数回程度 年に１～数回程度
数年に１回程度 会合することはない 無回答

31%

47%

66%

 

 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
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図６ 女子学生の理系分野の進学と卒業の割合 

 

出典：Organisation for Economic Co-operation and Development 

Global Science Forum Evolution of Student Interest in Science and Technology Studies 

Policy Report May 4, 2006 

 

図７ 女子中高生理系進路選択支援事業 

 

目的：女子中高生の科学技術分野に対する興味・関心を喚起し，理系への進路選択を支援する。 

開始：平成 18年度 平成 21 年度より科学技術振興機構へ移管・実施  

支援：一件あたり 300 万～500 万円 

平成 21年度採択 女子中高生理系進路選択支援事業 

独立行政法人 国立女性教育会館：女子中高生夏の学校 2009～科学・技術者のたまごたちへ～ 

独立行政法人 国立科学博物館：ルーシーと私の楽しむカガクの時間 2009＠サイエンスミュージアム 

独立行政法人 国立女性教育会館：女子高校生夏の学校 －科学・技術者のたまごたちへ－ 

国立大学法人 東京大学：家族でナットク！理系最前線 ～見えないものを見てみよう！あなたも未来の女性研究者に～ 

社団法人 日本天文学会：光速で翔ぼう，新世紀のガリレオたち-マイ望遠鏡を通してみる天文台の仕事 

学校法人 東京理科大学：「科学のマドンナ」プロジェクト Science を知る Recearch を体験する Professional に目覚め

る～女性にしかわからない科学がある～ 

国立大学法人 静岡大学：『感じる？最新のカガク』身近なトピックスを通して最先端の科学を実感する 

独立行政法人 国立高等専門学校機構鈴鹿工業高等専門学校：続け，理系の卵たち！描け，貴女(あなた)の未来予想図！2009

国立大学法人 京都大学：女子中高生のための関西科学塾 2010 

独立行政法人 国立高等専門学校機構奈良工業高等専門学校：イメージチェンジ！理系だって おもしろい～女子中高生の

理系のイメージを変える総合的な取り組み～ 

学校法人 福山大学：輝け 未来の女性 Scientist Enjoy Science Lab！！ 

国立大学法人 広島大学：科学で拓こうあなたの未来～先輩の姿から描く私の進路～ 

国立大学法人 熊本大学：「サイエンス・プロジェクト ｆｏｒ 九州ガールズ！」 

独立行政法人 国立高等専門学校機構 沖縄工業高等専門学校：- ROAD TO SCIENTIST-貴女の歩む科学者への道 
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図８ 学校に，理系（物理・化学・生物・地学・数学・情報・工学等）の部活動がある割合 

 

 

71

34

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校普通科

中学校

ある ない 無回答
 

 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

  JST・国立教育政策研究所 中学校理科教師実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
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図９ 理系の部活動の指導について 

 

・高等学校理科教員が理系の部活動の指導に日頃から力を入れて取り組んでいる割合 

 

7

11

20

11

16

23

9

11

12

9

8

10

57

45

30

8

7

6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普通科

理数科

ＳＳＨ

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない 該当しない 無回答

36%

46%

65%

  

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

 

 

・科学部（物理・化学・生物・地学）の顧問の割合［中学校］ 

 

6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校

顧問をしている 顧問をしていない 科学部がない 無回答
 

 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 中学校理科教師実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
 

55



図 10 部活動についての教員の意識［中学校］ 

 

・科学部に力を入れて取り組みたい（理想）と思っている割合［中学校］ 

34 26 12 16 11

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校理科教員(理想)

１．そう思う ２．ややそう思う ３．ややそう思わない ４．そう思わない 無回答

60%

 

 

 

 

・科学部以外の指導に日頃から力を入れて取り組んでいる（日常）割合［中学校］ 

 

27 35 17 7 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校理科教員(日常)

１．そう思う ２．ややそう思う ３．ややそう思わない ４．そう思わない 無回答

86%

 

 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 中学校理科教師実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
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図 11 小中学校の理科の自由研究の校内提出数 

 ・小学校の理科の自由研究の校内提出数 
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3

3
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2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1年

2年

3年

4年

5年

6年

ほぼ全員（80～100％） 約半数よりも多い（60～80％）

約半数程度（40～60％） 約半数よりは少ない（20～40％）

ほとんどない（0～20％） 無回答
 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 小学校理科教育実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

 

 

 

・中学校での理科の自由研究の校内提出数 

44

35
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4
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28

34

65

3
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

1年

2年

3年

ほぼ全員（80～100％） 約半数よりも多い（60～80％）

約半数程度（40～60％） 約半数よりは少ない（20～40％）

ほとんどない（0～20％） 無回答
 

 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 中学校理科教師実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
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図 12 小中学校学級担任及び中学校理科教員の自由研究の指導技術についての意識 

 

・小学校学級担任及び中学校理科教員の自由研究の指導技術についての意識 

1

3

17

27

63

54

18

15

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学校
学級担任

中学校
理科教員

高い やや高い やや低い 低い 無回答

 

 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 小学校理科教育実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

JST・国立教育政策研究所 中学校理科教師実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

 

図 13 課題研究（または探究的な活動）の指導技術に関する意識［高等学校］ 

7

12

15

9

14

34

41

41

38

45

48

37

35

40

34

11

10

8

12

7

0

0

0

0

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普通科
総合的な理科

普通科
物理Ⅱ 

普通科
化学Ⅱ 

普通科
生物Ⅱ 

普通科
地学Ⅱ 

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない 無回答

  

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

（小学校学級担任：理科主任以外で学級担任として理科を教える教員） 

（総合的な理科：理科総合 A または Bまたは理科基礎を担当する教員）

58



図 14 大学院（修士及び博士課程）で専攻した分野 

52

74

16

5

4

1

5

3

0

0

6

9

1

1

1

0

15

7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高等学校普通科

中学校理科教員

大学院を修了していない 理学系
工学（含情報）系 農水系
保健系（含医歯薬看護系） 教育（理数）系
教育（理数以外）系 その他
無回答

33%

19%

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

 

図 15 米国の教員の学歴 

 

出典：連邦教育統計局ダイジェスト2008 年版から抜粋  

http://nces.ed.gov/programs/digest/d08/tables/dt08_068.asp?referrer=list 

＊（「大学院を修了していな

い」・「無回答」以外を 

「大学院修了者」とした）
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図 16 中高一貫教育設置状況 

 

 

 

 
 
＜平成２２年度以降の設置予定＞ 

平成２２年度以降に設置が予定されている中高一貫教育校は３３校（中等教育学校６校，併設型２

５校，連携型２校） 

 

出典：文部科学省 高等学校教育の改革に関する推進状況について（平成 21年９月） 

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/21/09/__icsFiles/afieldfile/2009/09/08/1284482_1_1.pdf 
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図 17 青少年のための科学の祭典 
○「青少年のための科学の祭典」全国大会  

2009 年 8月 1日(土)～8月 2 日(日)  科学技術館  

出展数 59  来場者数 18,400 名  

○「青少年のための科学の祭典」地方大会   

2007 年度 101 会場   2008 年度 100 会場 2009 年度 105 会場にて開催 

青少年のための科学の祭典 地方会場（http://www.kagakunosaiten.jp/schedule.html#p01）

都道府県 会場数 大会名（会）場 

北海道 27 
羽幌・札幌 11・富良野・小樽会 2・苫小牧・函館・恵庭 2・帯広・北見・釧路・

千歳・旭川 2・倶知安・北海道中央 

青 森 1 八戸 

宮 城 1 石巻 

秋 田 1 秋田 

山 形 1 山形 

茨 城 5 北茨城・古河・鹿行地区・日立・ひたちなか 

千 葉 1 千葉 

東京 2 全国大会＊・東京大会 in小金井 

神奈川 1 神奈川 

新 潟 14 
柏崎刈羽 2・阿賀野・胎内・新発田・五泉・加茂・阿賀町・南魚沼・燕・佐渡・

上越・村上・新潟 

富 山 1 富山 

福 井 1 福井 

山 梨 1 山梨 

長 野 1 松本 

岐 阜 4 岐阜（各務原・揖斐川・岐阜市科学館２） 

静 岡 4 静岡 2・浜名湖・富士山 

愛 知 1 名古屋 

三 重 3 亀山・紀北・三重大学 

滋 賀 2 彦根・高島 

京 都 1 京都 

大 阪 1 大阪 

兵 庫 8 丹波・豊岡・西はりま・北はりま・姫路・淡路・東はりま・神戸 

奈 良 1 奈良 

和歌山 1 和歌山 

島 根 1 島根 

岡 山 1 倉敷 

広 島 1 広島 

山 口 4 防府・岩国 2・萩 

徳 島 2 徳島・徳島三好 

香 川 1 香川 

愛 媛 2 松山・八幡浜 

長 崎 1 長崎 

熊 本 1 熊本 

大 分 1 大分 

宮崎 1 宮崎 

鹿児島 5 いちき串木野・鹿児島・垂水・日置・奄美 
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図 18 ３年以内に，外部資金を使って，理数に関する取り組みを行ったことがある割合［高等学校］ 
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出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

 

 

 

図 19 理数に関する課題研究や探究活動を行うための時間を設定し何れかの学年で実施している割合 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

普通科

理数科

ＳＳＨ

少なくともいずれかの学年で実施している 実施していない・無回答

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
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図 20 生徒の理数に関する課題研究作品を他の学校と合同で発表・掲示する機会［高等学校］ 
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理数科
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設けている 設けていない 無回答
 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

 

 

 

図 21 生徒の課題研究の作品を，理系の専門家が集まる場で発表させる機会［高等学校］ 
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出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
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図 22 理科関連の情報入手に関して期待する割合［高等学校 普通科］ 
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(12)すぐに使える

優れた教材情報

(13)優れた指導法に

関する情報

(14)最先端の科学技術に

関する情報

大変期待する ある程度期待する 殆ど期待しない 全く利用しない 無回答

 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
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図 23 科学オリンピック参加結果 
 

名 

 

称 

第 50 回国際

数学オリン

ピック 

第40回国

際物理オ

リンピッ

ク 

第 41 回国際

化学オリンピ

ック 

第 21 回国際

情報オリン

ピック 

第 20 回国

際生物学

オリンピ

ック 

開催 

日程 

7/10~22 7/12~19 7/18~27 8/8~15 7/12~19 

国 

（市） 

ドイツ 

（ ブ レ ー メ

ン） 

メキシコ 

（ メ リ

ダ） 

イギリス 

（ケ ン ブ リ ッ ジ）

ブルガリア 

（プロブディフ）

日本 

（つくば）

参 加

国・

地域 

104 カ国・ 

地域 

 

72 カ国・

地域 

 

64 カ国・ 

地域 

80 カ国・ 

地域 

 

56 カ国・ 

地域 

 

 

 

 

国 

 

際 

 

大 

 

会 

2009

年度 

 

参加 

者数 

565 名 317 名 250 名 301 名 221 名 

名 

 

称 

日本数学 

オリンピッ

ク 

全国物理

コンテス

ト「物理チ

ャレンジ」

全国高校化学

グランプリ 

日本情報 

オリンピッ

ク 

全国生物

学コンテ

スト「生物

学チャレン

ジ」 

参加 

者数 

1726 名 653 名 2105 名 415 名 2069 名 

筆記試験 

約 20 名 

理 論 問

題・ 

実験課題 

レポート 

約 100 名 

筆記試験 

約 60 名 

 

オンライン・プ

ログラミング 

約 35＋10 名

理論問題 

約 80 名 

合宿 

テスト 

理 論 問

題・ 

実験レポ

ート・合

宿 

10~15 名 

実技・ 

レポート作成

合宿 

合宿 16 名 実験問題 

15 名 

 

選 

 

抜 

 

内 

 

容 

   理論・実技 理論問題 

 

 

 

国 

 

内 

 

大 

 

会 

 

2008

年度 

代表 6 名 5 名 4 名 4 名 4 名 

金 5 2 2 2 1 

銀 0 １ 1 １ 3 

国際

大会

結果 銅 1 2 1 1 0 

 
出典：文部科学省 報道発表各オリンピック参加生徒の成績について（平成 21年度） 

科学オリンピック推進委員会 国際大会 結果報告（2009 年） 
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図 24 国内で行われている科学オリンピック（全国物理コンテスト「物理チャレンジ」，全国高校化

学グランリ,生物チャレンジ等）への参加が可能なことを生徒に紹介している割合［高等学校］ 
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28

22

30

46

32

34

15

34

17

5

7

8

6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普通科

理数科

ＳＳＨ

よく紹介している 紹介している あまり紹介していない
全く紹介していない 無回答

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

 

 

図 25 学校当たりの学科別生徒一人が国際科学オリンピックの国内大会に参加した確率 

 

 

 

 

* 「確率」とは、例えば「ＳＳＨの生徒１人が物理の国内大会に参加する確率は０．０１である」と

言えば、「ＳＳＨの生徒が１０，０００人にいれば、そのうち１００人が物理の国内大会に参加する」

ことを意味する。 

0.000 0.005 0.010 0.015 0.020

普通科

理数科

ＳＳＨ

物理 化学 生物 数学 情報

（確率）*
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・学校当たりの学科別生徒一人が国際科学オリンピックの国内大会に参加した確率に関わるデータ 

 

学校当たりの学科別平均

参加生徒数 
普通科 理数科 SSH 

物理 0.052 0.681 3.025 

化学 0.266 1.235 5.048 

生物 0.376 0.697 4.388 

数学 0.595 0.703 3.988 

情報 0.029 0.008 0.173 

学校当たりの学科別平均

生徒人数 
普通科 理数科 SSH 

第 1 学年 267.9 66.3 136.7 

第 2 学年 259.6 71.3 93.6 

第 3 学年 251.9 70.4 67.0 

全校 779.4 207.9 297.3 

学校当たりの学科別生徒

一人が参加する確率 
普通科 理数科 SSH 

物理 0.0001 0.0033 0.0102 

化学 0.0003 0.0059 0.0170 

生物 0.0005 0.0034 0.0148 

数学 0.0008 0.0034 0.0134 

情報 0.0000 0.0000 0.0006 

 

＊ SSH については、SSH 事業の主対象となっている生徒の人数である。 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度）
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図 26 国内で行われている全国規模の科学研究コンテスト（日本学生科学賞，ＪＳＥＣ等）への参加

が可能なことを生徒に紹介している割合［高等学校］ 

 

 

3

8

24

15

23

35

33

34

23

42

29

12

6

7

6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普通科

理数科

ＳＳＨ

よく紹介している 紹介している あまり紹介していない
全く紹介していない 無回答

 

 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
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図 27 科学研究コンテストの例 

    

名称 対象 応募数・入賞数 主催 分野 

日本学生科学賞 
 

中・高1 10949 件 
入賞 24 件  
（平成 21年度） 

読売新聞社 
（独）科学技術振興機構 

理数系分野 
→Intel ISEF2（米）

ジャパン・サイエンス
＆エンジニアリング・ 
チャレンジ 

高 170 件 91 校 
入賞 13件 
（平成 21年度） 

朝日新聞社 理数系分野 
→Intel ISEF（米）

朝永振一郎記念 
「科学の芽」賞 

小 3~・中・
高 

1158 件  
入賞 20件  
（平成 21年度） 

国立大学法人筑波大学 自然科学 

神奈川大学全国高校生
理科・科学論文大賞 

高 73 件 44 校 
入賞 19 件 
（平成 21年度） 

学校法人神奈川大学 理数系分野 

全国高等学校理科・科
学クラブ研究論文 

高 62 件 46 校 
入賞 24 件 
（平成 21年度） 

学校法人工学院大学 
 

理数系分野 

全国野生生物保護実績
発表大会 

小・中・高・
団体 

中央審査へ 21件 
入賞 10 件 
（平成 21年度） 

環境省 
（財）日本鳥類保護連盟 

環境分野 

植物画コンクール 小・中・高・ 
一般 

中・高 
1254 件 177 校 
入賞 41 件 
（平成 21年度） 

（独）国立科学博物館 植物分野 

日本水大賞 小・中・高 
他3 

154 件（活動主体）
入賞 16 件 
（平成 21年度）

日本水大賞委員会 水循環系 

日本ストックホルム 
青少年水大賞 

中・高 11 件 10 校 
入賞 4件 
（平成 21年度） 

日本水大賞委員会 水循環系 
→SJWP4  
（スウェーデン） 

高校生理科研究発表会 高 118 件 
入賞 33 件 
（平成 21年度） 

国立大学法人千葉大学 
千葉県教育委員会 

理数系分野 

つくば生物研究コンテ
スト 

小・中・高 
 

33 件 
入賞 12 件 
（平成 20年度） 

国立大学法人 
筑波大学生物学類 

生物分野 

野依科学奨励賞 小・中 61 件 
入賞 8件 
（平成 20年度） 

（独）国立科学博物館 自然科学 

自然観察コンクール 小・中 12787 件 
入賞 34 件 
（平成 21年度） 

毎日新聞社 
自然科学研究会 

自然科学 

出典：各コンテスト事務局 HP データより JST が作成 

                                                   
1 表中の「高」には，高等学校，中等教育学校，高等専門学校の 3 年生までを含む 
2 Intel ISEF：Intel International Science and Engineering Fair 国際学生科学技術フェア 
3 小・中・高等学校，企業，個人，行政，団体の，活動に従事している主体 
4 SJWP：Stockholm Junior Water Prize ストックホルム青少年水大賞 
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図 28 小中学校におけるコンテストへの出展数割合 

・小学校のコンテスト出展数を児童数で割った値 

 平均値 出展数 生徒数(人) 有効回答

生徒当りの出展確率（全体） 3.6% 3794 104938 323 

                              (学校,N=356) 

（註 小学生の理科の自由研究の出展を受け入れるコンテストの受け入れ数に対する小学生の総数の比。
１００人の児童数に対して，平均３．６作品が受け入れられている。校外のコンテストに出展できる作
品数は限られている場合が多く，校内で選考する必要がある。しかし，受け入れ数を限定していないコ
ンテストもあるため，できるだけ多くの作品を出展するようにしている学校もある。） 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 小学校理科教師実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

 

・中学校のコンテスト出展数を生徒数の合計で割った値 

  平均値 出展数 生徒数(人) 有効回答

生徒当りの出展確率（全体） 2.8% 2663 96170 293 

                               (学校,N=337) 

（註 中学生の理科の自由研究の出展を受け入れるコンテストの受け入れ数に対する中学生の総数の比。
１００人の生徒数に対して，平均２．８作品の受け入れが可能である。校外のコンテストに出展できる
作品数は限られている場合が多い。） 

 

出典：JST・国立教育政策研究所 中学校理科教師実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

 

図 29 理数に関する調査研究のプレゼンテーション力を高める学習を何れかの学年で行っている割合 

24

78

100

76

22

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普通科

理数科

ＳＳＨ

少なくともいずれかの学年で実施している 実施していない・無回答

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 

 

図 30 理数に関する調査研究を英語で表現する力を高める学習を何れかの学年で行っている割合 

2

13

89

98

87

11

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普通科

理数科

ＳＳＨ

少なくともいずれかの学年で実施している 実施していない・無回答

 

出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
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図 31 AP プログラム参加の経年変化 
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出典： 2008 The college Board より JST 作成 

 

 

 

図 32 メンターの有無と内訳 

 

 

メンターの内訳
17

31

10

7

35

高校の教
員

大学教
授・院生

研究機関
職員

家族

その他

メンターの有無

35

23

有り 無し   
 

 

出典：第 55回 Intel ISEF 出場者によるアンケートより JST 理科教育支援センター作成 
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図 33 サイエンスキャンプ参加者 

 

 

サイエンスキャンプ  

年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

参加総数（人） 761 792 829 912 972 1009

応募総数（人） 1765 1979 1934 2016 2695 2768

参加割合（％） 43 40 43 45 36 36

 

 

出典（財）日本科学技術振興財団 振興事業部「サイエンスキャンプ」事務局の参加者データより JST 作成 
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図 34 授業で１学級当たりが実施している生徒による観察や実験頻度［高等学校］ 
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出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
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図 35 観察や実験を行うにあたって，障害となっていること［高等学校］ 
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出典：JST・国立教育政策研究所 高等学校理科教員実態調査集計結果速報（平成 20年度） 
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図 36 科学技術と社会に関する世論調査 

 
 
・国際的な競争力を高めるために，科学技術を発展させる必要がある 

 

  そう思う(%) そう思わない(%)
どちらともい

えない(%) 

わからない

(%) 

平成 19年 12 月

調査  
78.3 14.6 3.6 3.4

平成 16年２月 

調査  
70.6 16.3 5.7 7.3

     

 

 

・学校での理科や数学の授業は，生徒の科学的センスを育てるのに役立っている 

 

  そう思う(%) そう思わない(%)
どちらともい

えない(%) 

わからない

(%) 

平成 19年 12 月

調査  
34.9 49.6 8 7.6

平成 16年２月 

調査  
36.1 43 9.5 11.4

 

 

・科学者や技術者は，身近な存在であり，親しみを感じるという意見について，あなたはどう思い

ますか 

 

  そう思う(%) そう思わない(%)
どちらともい

えない(%) 

わからない

(%) 

平成 16年２月 

調査  
15.5 74.2 8.2 2.1

 

 

出典：内閣府大臣官房政府広報室 科学技術と社会に関する世論調査（平成 16・19 年度） 
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参考資料２ 

【用語説明】 

       

１．スーパーサイエンスハイスクール 

文部科学省が指定する「スーパーサイエンスハイスクール（SSH）」は，未来を担う科学技術

系人材を育てることをねらいとして，理数系教育の充実をはかる取り組みである。SSH では

「科学への夢」「科学を楽しむ心」をはぐくみ，生徒の個性と能力を一層のばしていくこと

をめざしている。科学技術，理科・数学教育を重点的に行う SSH では，平成 14 年度より大

学や研究機関とも連携して魅力的なカリキュラムを開発するなど，科学技術に夢と希望を持

つ，創造性豊かな人材の育成に取り組んできた。また，SSH 指定校を拠点校としての地域へ

の成果の普及などを行っている。平成 17 年度指定校からは指定期間を 3 年から 5 年に延長

し，将来国際的に通用する人材を育成するための取り組みや高大接続の観点を新たに加え，

研究開発を行っている。 

（出典；http://ssh.jst.go.jp/pdf/SSH.pdf ） 

２．中等学校 

米国の学校制度は州によって異なるが，初等学校は，６～８年修学し，中等学校は初等学校

の修了後，４～６年修学する。 

（出典；Digest of Education statistics 2006 ） 

３．立命館中学校・高等学校 

学校法人立命館の中高一貫教育の中心となる私立学校（男女共学）である。文部科学省の「ス

ーパーサイエンスハイスクール」に指定されたのを契機に，2005 年度より「BKC スーパーサ

イエンスコース」を新設した。入学者は 3年間にわたり，科学に重点を置いた科目編成のも

とで学ぶことになる。このコースでは大学との連携を強化。BKC（立命館大学びわこ・くさ

つキャンパス）の校舎を使った大学との連携科目もあり，大学教員からの指導により，科学

技術の最前線にふれることもでき，高校生のうちに専門分野を学ぶことが可能である。 

（出典；http://www.ritsumei.ac.jp/ ） 

４．研究開発学校制度 

文部科学省では，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，幼稚園及び特別支援学校の

教育課程の改善に資する実証的資料を得るため，学校教育法施行規則第５５条等に基づき，

昭和５１年から研究開発学校の制度を設けている。学校における教育実践の中から提起さ

れてくる教育上の課題や急激な社会の変化・発展に伴って生じた学校教育に対する多様な

要請に対応するため，研究開発を行おうとする学校を「研究開発学校」として指定し，そ

の学校には，学習指導要領等の現行の教育課程の基準によらない教育課程の編成・実施を

認め，その実践研究を通して新しい教育課程・指導方法を開発していこうとするものであ

る。 

（出典；http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kenkyu/htm/01_doc/index.htm） 
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５．サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト 

「サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト」（SPP）は，児童生徒の科学技術，理科・

数学に関する興味・関心と知的探究心等の育成，進路意識の醸成，分厚い科学技術関係人材

層の形成を目的として，学校等と大学・科学館等の連携により，研究者等を講師とする科学

技術，理科・数学に関する観察・実験・実習等の体験的・問題解決的な活動を中心とした学

習活動を行っている。 

（出典；http://spp.jst.go.jp/index.html） 

６．地域の科学舎推進事業 

地域活動支援として，地域の児童生徒や住民を対象とした科学技術に関する体験型・対話型

の学習活動等を推進するため，こうした活動に取り組む機関・団体や個人が，その特徴や実

績を活かして実施する，参加者にとって身近な場で行われる科学技術理解増進活動を支援し

ている。また，地域ネットワーク支援として，地域において科学技術理解増進活動を活性化

させるためには，域内のさまざまな活動主体が互いに連携し，相互に啓発しあうことで活動

の場を広げ，新たな活動を産み出していくことが重要であり，自治体，大学等を核として，

さまざまな活動主体が参画し，相互に連携し合う地域ネットワークの構築を支援している。 

（出典；http://rika.jst.go.jp/chiikikagaku/21boshu.htm） 

７．ジュニアセッション 

専門的研究に従事する研究者達が集う学会や研究会などで，中学生や高校生が，日頃の研究

成果の発表を行う学会主催の機会で，総称して「ジュニアセッション」という。口頭発表や

ポスター発表など発表様式は様々であり，学会によっては呼称も多様で，「ジュニアセッシ

ョン」や「ジュニア学会」「高校生によるポスター発表」などがある。 

（出典；http://ursa.phys.kyushu-u.ac.jp/jsession/  http://www.zoology.or.jp/ 

http://www.jsbba.or.jp/about/about_outline.html 

http://ursa.phys.kyushu-u.ac.jp/jsession/ ） 

８．科学英才学校 

韓国の科学英才学校は２０００年の英才教育振興法の制定以降，英才教育施策により指定ま

たは設立された高等学校課程以下の学校を指し現在，韓国科学英才学校とソウル科学高等学

校がある。これらにおいては科学に高い才能を有する生徒が選抜され，全寮制で発展的な高

等学校の教育内容や，大学の学部教育に相当する先進的な科学を学び，英語教育や研究活動

にも力を入れている。国際的に，さらには人類に貢献できる科学者養成に国策として取り組

んでいる学校である。 

（出典；橋本健夫・劉卿美．“韓国における自然科学と得意とする児童・生徒の育成”．第４

回才能教育分科会資料．2009） 

９．シンガポール国立大学附属理数高校 

シンガポール国立大学附属理数高校は，科学と数学に秀でた生徒の能力を最大限に伸ばすた

めの独自カリキュラムを組む「特別独立校」である。理数を幅広く学ぶための教育プログラ

ムと，十分な装備の教室及び実験室などの環境が提供される。生徒の発達段階を考慮した柔

軟性のある独自の 6 年間の教育システム（２（Foundation）－２（Advancement）－２

（Specialisation）制）を構築している。特に「Da Vinci Programme」は科学的思考力を育
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む学際的なプログラムとして，6 年間を通じて，研究・イノベーション・企業に関するスキ

ルを向上させることにより，最先端科学におけるイノベーション創出に関わる人材を育成す

る。 

（出典；http://www.highsch.nus.edu.sg/ ） 

10．マグネットスクール 

マグネットスクールは，1960 年代のアメリカ合衆国で，魅力的な教育プログラムを提供し

て広域から学力の高い生徒をマグネットのように引きつけることで，学校の生徒の人種構成

の適正化を図るために導入された。米国の公立学校の一種であるが，郡や市に校区を限らず

広範囲から，多様な児童・生徒が入学可能な，幼稚園から高等学校までの特化カリキュラム

を導入している。数学や科学・テクノロジーなどの自然科学系，人文科学系，芸術系などの

特定な領域に力を入れる学校や，専門家と提携した実用的なカリキュラムや職業訓練を行う

学校や，航空宇宙工学等の特定の職業分野に絞った学校や，国際バカロレア資格取得や名門

大学への進学準備を考慮した学校などが含まれる。 

（出典；成松佳枝．「アメリカ合衆国における学校選択制度の展開－マグネットスクールの

発展経緯とその動向－，東京大学大学院教育学研究科紀要 38, 403-411，19980326） 

11．ギムナジウム 

ドイツの大学進学希望者が主として進む９年制の中等教育機関（2004 年から８年制）で，

中高一貫教育に相当する。前期中等教育と後期中等教育が一貫して行われるため，高校入試

に相当する選抜試験はない。またギムナジウム修了証が大学入学資格となる。高等教育にお

ける学術教育への準備教育として中等教育が一貫して長期間行われるため，最初の２年間に

観察指導段階(オリエンテーション段階，促進段階)が設けられ，通算６学年修了時に生徒の

適正や能力などに応じた学校が正式に決定される。またアビトウアと呼ばれる上級ギムナジ

ウムの卒業試験があり，合格すると大学への入学資格が授与され，原則としてドイツ全土の

いずれの大学，いずれの学部にも入学することが出来る。 

（出典；http://rikashien.jst.go.jp/news/20080604-shiryo2.pdf） 

12．Ａレベル 

Ａレベルはイギリスで大学入学の際に求められる一般教育資格上級レベル（GCE-A Level）

を得るための試験。11年間の義務教育を修了後に，シックスフォーム(Sixth Form)とよばれ

る2年間の中等教育で，1年間に数科目に絞って深い内容を履修させる。まず1年目には，前

期上級レベル（AS）を5 科目程度履修させ，2年目にはA2レベルを希望専攻に合わせ3科目程

度履修させる。Aレベル試験での評価結果は，進学する大学の決定に大きく影響する。 

（出典；http://www.nier.go.jp/seika_kaihatsu_2/risu-2-205_kingdom.pdf） 

13．インターナショナルバカロレア 

インターナショナルバカロレア（International Baccalaureate  = IB ） 

16才から18才までの生徒を対象とした高等学校レベルの国際的な教育修了資格で125カ国

の 2075 校で認定されている（2007 年）。第一言語，第二言語，基本科学等の必修科目の他

に，選択科学の中から科目の選択をする。カリキュラムは後期中等教育課程にあたる２年間

で，コミュニティ活動の参加も義務づけられており，試験は筆記試験とエッセイの提出が求

められる。この課程は国独自の教育制度に依存しない大学入学資格で，IB の「Diploma 
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Programme = DP」が授与される。高等学校段階の認定校は，インターナショナルスクールを

中心に 17 校存在している。学校教育法第一条で「学校」として認められているインターナ

ショナルバカロレア認定校は，立命館宇治中学校・高等学校，加藤学園暁秀高等学校・中学

校，AICJ 中学・高等学校である。 

（出典；http://rikashien.jst.go.jp/news/20080604-shiryo2.pdf， 

http://www.ibo.org） 

14．アドバンスト・プレースメント 

アドバンスト・プレースメント（Advanced Placement = AP）は，能力の高い高校生を対象

に行われる大学 1 年次相当の授業で，履修後に，カレッジ・ボード（College Board：米国

の大学入学試験委員会）が主催する試験を受験し，その評価によって，一定量の単位が大学

で，認定される。 

（出典；http://rikashien.jst.go.jp/highschool/vol1/1_6_3.pdf） 

15．立命館守山中学校・高等学校 

立命館大学・立命館アジア太平洋大学の附属校としての優位性を生かした教育内容，地域の

さまざまな世代の人々との出会いがある連携講座等，学ぶ意欲と探究心を高いレベルで育む

ことをめざしている。文理融合のカリキュラムや大学・大学院との一貫教育でこそ可能な多

彩な学びの選択肢など「横」の多様性とともに，アドバンス・プログラムやファスト・トラ

ック制などの「縦」の多様性も生かしている。全員が科学技術教育プログラムを学ぶ体制を

整備し，基礎学習から高校の学びまで，段階的に科学的素養を育くむ。なかでも，問題を発

見する力や，新しいものを生み出す創造力など，暗記学習だけでは養うことのできない総合

力を伸ばすことを目的とした体験や実験を重視したカリキュラムを編成するのが特長であ

る。 

（出典；http://www.ritsumei.ac.jp/mrc/） 

16．立命館宇治中学校・高等学校 

学校法人立命館設置の中高大一貫教育の私立学校。教育コンセプトとして，「国際化教育」・

「貢献の教育」・「統合と卓越の教育」・「情報化教育」を柱とする。2009 年 8 月 25 日，立命

館宇治高等学校は IB（国際バカロレア）DP（ディプロマ・プログラム）ワールドスクール

として学校教育法第一条において「学校」とされる教育機関・教育施設では関西地区初の正

式認定を受け，2010 年 4月から IB教育を開始した。本プログラムの生徒は一定条件を満た

せば，ハーバード大やケンブリッジ大をはじめ世界 100 カ国 2000 校以上の有名大学への出

願もしくは入学の資格を得ることができる。 

（出典；http://www.ujc.ritsumei.ac.jp/ujc/） 

17．教育課程特例校制度 

文部科学省は，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び特別支援学校において，各

学校又は当該学校が設置されている地域の実態に照らし，より効果的な教育を実施するた

め，当該学校又は当該地域の特色を生かした特別の教育課程を編成して教育を実施する必

要等が認められる場合に，当該学校を学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 11 号）

第 55 条の 2（同令第 79 条及び第 108 条第 1 項において読み替えて準用する場合を含む。），

第 85条の 2（同令第 108 条第 2項において読み替えて準用する場合を含む。）及び第 132 条
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の 2 に基づき，特別の教育課程を編成して教育を実施することができる学校に指定する。 

（出典；http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokureikou/index.htm） 

18．サイエンスキャンプ 

文部科学省の科学技術関係人材総合プランの施策のひとつ「サイエンス・パートナーシッ

プ・プロジェクト」の一環で，ＪＳＴが主催で行っている。先進的なテーマに取り組み，最

先端の研究施設・実験装置等を有する大学・公的研究機関・民間企業の研究所が，夏休み・

冬休み・春休みに３日間程度高校生を受け入れて，ライフサイエンス，情報通信，環境，ナ

ノテクノロジー・材料，エネルギー，製造技術，（宇宙・海洋等の）フロンティア，地球科

学などの科学技術分野において，研究開発の第一線で活躍する研究者・技術者による直接指

導を行う科学技術体験合宿プログラムである。 

（出典；http://ppd.jsf.or.jp/camp/） 

19．アドミッションオフィス入試            

アドミッション・オフィス入試には法令上の定義はなく，その具体的な内容は各大学の創意

工夫にゆだねられている。一般的に言えば，「アドミッション・オフィス入試」とは，アド

ミッション・オフィスなる機関が行う入試というよりは，学力検査に偏ることなく，詳細な

書類審査と時間を掛けた丁寧な面接等を組み合わせることによって，受験生の能力・適性や

学習に対する意欲，目的意識等を総合的に判定しようとするきめ細かな選抜方法の一つとし

て受け止められている。平成２０年度大学入学者選抜実施要項では，「詳細な書類審査と時

間をかけた丁寧な面接等を組み合わせることによって，入学志願者の能力・適性や学習に対

する意欲，目的意識等を総合的に判定する方法」と記されている。 

（出典；http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/houkoku/080410/002.pdf） 

20．九州大学「21世紀プログラム」 

平成 13 年度（2001 年度）から始まった学部横断型の教育プログラムで，入学から卒業まで

学部を定めずに，幅広く学ぶことによって，新世紀のリーダーシップがとれる新しい知識人

である「専門性の高いゼネラリスト」の養成を目的としている。大学入試センター試験を課

さないアドミッションオフィス方式（総合評価方式）で調査書，志望理由書，活動歴報告書

による書類審査，講義を聴いてのレポート作成や討論，まとめの小論文作成により入試判定

が行われる。学生自らが研究計画をたて，研究に必要なカリキュラムを実践するため，個別

指導が行われている。また，大学外部の企業や自治体などとの共同研究が薦められ，単位認

定が行われている。 

（出典；http://www.kyushu-u.ac.jp/entrance/examination/index.php） 

21．岡山大学「マッチングプログラムコース」 

幅広い分野に興味を持ち，自ら考える力を育んできた生徒を受け入れ，学生一人一人の個性

や能力を一層伸ばすことを目指して設立された新しい教育コースである。既成の学部・学科

のカリキュラムの枠組みを越えて独自の履修プログラムを作成，履修することで，自己の将

来の目標に対するマッチングを図る先進教育プログラムである。 

（出典；http://www.mpc.okayama-u.ac.jp/） 

22．未来の科学者養成講座 

将来有為な科学技術関係人材を育成するため，大学等において，高度で発展的な学習環境を，
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年間を通じて継続的に提供する取り組みを支援することにより，卓越した意欲・能力を有す

る児童生徒をさらに伸ばすことを目的としている。支援対象は大学（短期大学及び大学院大

学を含む）または高等専門学校で，平成 21年度現在の実施機関数は，14 機関となっており，

実施期間は 3 年である。 

（出典；http://rikai.jst.go.jp/miraisci/） 

23．横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校 

先端科学技術に携わる研究者，技術者の方々と直接交流や海外姉妹校との国際交流などの体

験的な学習に重点を置くとともに，先端科学技術のほんもの体験サイエンスリテラシーなど

独自に開発する教育システムを設定するなど，科学技術分野のみならず，様々な分野で，将

来，世界で幅広く活躍する人材を育成することを目的として，2009 年に開校。先端科学技

術４分野の実験室をはじめ，情報教室，プレゼンテーションスタジオ，ホール，アリーナな

ど，教育改革のパイオニアにふさわしい新しい学習環境を提供するとともに，外部の民間企

業や大学などに協力を受けることで，理数系科目の授業の充実を目指している。横浜市立高

校としては 30年ぶりの新設高校で，設立予算は，94億円。初年度の受験倍率は 5倍を越え，

県下公立高校で最高倍率となった。 

（出典；http://www.city.yokohama.jp/me/kyoiku/sidou2/koukou/sfh/） 
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才能教育の課題と解決方策についてのリスト 

（１） 才能を育む機会 

①才能を育む基盤としての個に応じた多様な機会 

才能教育の現状と課題 課題の解決に向けて 

理科授業における個に応じた学習とキャリア学習の機会 

 小中学校や高等学校で全員が履修する

理科の授業においては，理解が進んでい

る児童生徒に対して，個に応じた指導が

十分行われているとはいえない。 

 児童生徒が科学技術の専門家に接触で

きる機会が少なく，最先端の科学技術や

職業としての科学技術についての学習が

十分なされていない。 

 女性が，理系を専攻する割合は国際的に

も低く，女子生徒に対する職業としての

科学技術に関する学習機会の提供が不十

分。 

 「早習」（アクセラレーション），「拡充」（エンリッチメント）

の教育プログラム及び高い才能を持つ生徒に対する適切な水準の指

導として，ティームティーチング（ＴＴ）や少人数編制の利用の可能

性の検討。 

 地域の教育資源，企業と連携した最先端科学技術や関連する職業に

ついて学習する機会，ロールモデルとなる若手研究者や先導的な研究

者，女性科学者らとの交流の機会の提供。 

 学校と地域の科学者・技術者をつなぐためのコーディネート機能及

び外部資金の提供。 

才能を育む場としての科学部の整備と児童生徒の科学研究の機会 

 特に中学校段階において，科学部の整備

と理科教員の関与が不十分。 

 教員に，自由研究や課題研究等の探究的

な指導技能が十分でない。 

 全国高等学校文化連盟自然科学部門の活動として，全国的科学部活

動の発表・交流の場の充実及び今後の発展に向けた支援と中学校に対

する，高等学校と同様の動きの推進。 

 米国サイエンス・オリンピアドのような国内の取り組みを支援し，

小・中・高等学校が参加できる科学技術分野の競技会を育成。 

 小学校での理科自由研究の奨励。 

 理科を教える教員が科学研究の指導技術を向上させるための研修機

会の充実。 

 専門性の高い教員を増やす。 

 理科を教える教員と大学等の専門家の連携を促進するための仕組み

づくり。 

 理科自由研究相談会の開催及び科学館など学校外で児童生徒の科学

研究をサポートできる体制の構築。 

理数に重点を置いた地域の教育拠点の整備と教育機能の充実 

 高等学校普通科における，理数に重点を

おいた教育の提供は十分ではなく，さら

に全国的に普通科志向が強いため，理数

科を持つ高等学校が存在しない地域が多

い。 

 SSH は研究開発を目的とした特例措置で

あり，指定が終了すると，長期的にその

教育課程を継続できない。 

 特定の領域に高い能力や学習意欲を示

す生徒を対象に特別な教育課程を組ん

で，大学水準の専門性の高い学習機会を

提供することは難しい。 

 高等学校理数科・中高一貫校・科学技術高等学校・高等専門学校等，

各地域に科学技術教育の中心的役割を担う学校や学科を整備し教育

機能を充実。 

 スーパーサイエンスハイスクール（SSH）の事業指定の拡充。 

 高い水準の理数教育に重点を置いた教育課程を長期的に提供するこ

とを可能とする制度の検討。 

 大学や中核的拠点となる別の高校，あるいは遠隔授業などによる大

学水準の専門性の高い講座の受講機会の提供。 

 

地域社会で支える才能を伸ばす仕組みづくりと長期的取り組み 

社会全体で子どもたちに魅力的な科学技

術が体験できる機会を提供し，理数好き

な子どもを育む取り組みを支えるための

地域の実態に即した人・機関のネットワ

ークが未整備。 

 小・中・高等学校教員，大学，研究機関，行政，企業，ＮＰＯ，ボ

ランティア等の個人や機関が協力して提供する科学技術関連の取り

組みの支援と充実（「青少年のための科学の祭典」・各地域開催の「ミ

ニ科学の祭典」「サイエンスショー」，「サイエンス・パートナーシ

ップ・プロジェクト（SPP）」・「地域の科学舎推進事業」など）。 

 各地域における個人や機関のネットワーク構築。 

 

参考資料４
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②潜在的能力を見出し発揮させる機会 

才能教育の現状と課題 課題の解決に向けて 

学校が科学技術分野の専門家と連携し，生徒に科学技術の研究と開発を体験させる機会 

 学校独自に科学技術の研究や開発を体

験する機会を提供することは困難であ

り，さらに学校が大学や研究機関等と連

携した取り組みを行うための資金は不足

している。 

 生徒に対する専門的な学習体験機会の

提供として，移動や多くの経費を伴わな

いインターネット利用の推進が必要。 

 大学や研究機関との連携において，理科

教員の人的ネットワーク構築が必要。 

 生徒の課題研究の成果を対外的に発表

できる機会が十分に確保できていない。 

 学校と大学や研究機関，企業等が連携した，科学技術研究・開発の

体験機会及び将来の進路を判断する上での適切な情報の提供と，先行

投資としてのものづくり関連企業などによる外部資金の提供。 

 インターネットを活用した中学や高校との連携の検討。 

 高校の理科教員を対象とした科学技術の専門家との人的ネットワー

クの構築を目的とした地域会合の定期開催。 

 課題研究成果発表機会及び理数に重点を置く学校間による科学技術

の専門家を招聘した生徒の合同研究発表会の開催及び，積極的な生徒

への科学研究コンテスト参加促進の取り組みの拡充。 

 科学技術関連の学協会での高校生の発表等，様々な専門家から指導

助言が得られる機会の充実及び，発表の場を提供する学協会の拡充と

取り組みに対する支援策の検討。 

 理科教員の専門的書籍・雑誌，インターネット等，情報入手の機会

の拡充。 

科学オリンピックと科学研究コンテスト等へのチャレンジ機会及び 

学校が科学技術分野の専門家と連携し，生徒に科学技術の研究と開発を体験させる機会 

 科学研究コンテスト・科学オリンピッ

ク・科学部の大会など科学技術の分野で

努力が認められる機会は，その種類や回

数，参加人数が限られている。 

 日本をはじめ東アジア地域では，国際的

な科学研究コンテストの場がない。 

 米国においては，科学技術に関する様々

な分野の競技を，学校対抗で競い合うこ

とにより，個々の得意な分野を見出し発

展させることを可能にするとともに，チ

ームワークによる協調性やリーダーシッ

プを育むことができる総合的な能力を育

成する場があるが，日本にはそのような

競技会が育っていない。 

 科学オリンピックや科学研究コンテスト，科学部の大会や科学技術

分野のチーム対抗競技会などの種類や回数，参加人数等の拡大及び，

学校や地域による参加に向けた発展的学習機会の提供。 

 国や自治体，大学，研究機関，企業，学協会などの大会開催のため

の経費支援及び審査協力，優れた成果に対する表彰などの充実。 

 児童生徒に対する，学校と社会が連携した専門的な指導による研

究・競技水準の向上を目的とした支援策の検討。 

 将来，科学技術分野で活躍するために必要となる，基盤的な能力と

しての日本語と英語でのプレゼンテーション能力・コミュニケーショ

ン能力，リーダーシップ，協調性などを，普通科を含めた高等学校段

階で身につける取り組みについて，充実策を検討。 

 日本と海外の理数に重点を置いた学校の生徒のコミュニケーション

機会として，国際学生科学技術フェア（International Science and 

Engineering Fair（ＩＳＥＦ））や国際科学オリンピック等の国際大

会で優れた才能を発揮した生徒の日本への招聘と，日本の生徒と交流

する機会の提供。 
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③高い才能を有する生徒に高度な専門的能力を育む機会 

才能教育の現状と課題 課題の解決に向けて 

高い才能を有する生徒の水準に合った教育機関や教育プログラムと指導 

 日本では，理数系に特に高い才能を有す

る生徒に特化した中等教育機関は存在せ

ず，学習指導要領に依らない教育課程の

編成を可能とする学校が少数に止まって

いるが，海外には，科学技術系で高い才

能を持つ子どもたちを卓越した人材に育

てることを目的とした教育機関や教育課

程が見られる。 

 科学部などに所属する生徒が科学技術

の専門家からの研究指導やアドバイスを

受けられる機会はほとんど無い。 

 科学技術系で特に高い才能を持つ生徒に対して，その能力に見合っ

た，より高い水準の教育プログラムの安定的提供と才能育成に特化し

た教育機関の設置促進。 

 アドバンスト・プレイスメント（AP）の検討推進。 

 インターナショナルバカロレア（IB）の認定校の拡大。 

 高大連携による高い水準の選択科目を高等学校段階で履修可能とす

る取り組み支援と教育課程特例校や学校教育法第 85 条の特例の適用

の検討。 

 高等学校「理数科」に関する教育課程編成の弾力化と高度な理数系

教育への大幅な時間配分を可能にする制度改正の検討。 

 高い才能を持つ生徒が早期に高度な理数系教育を履修できるよう，

中高一貫教育における一層の教育課程の弾力化の検討。 

 科学技術の専門家がメンターとして個別に専門的な研究指導や進路

等のアドバイスを提供する機会の拡充。 

 「未来の科学者養成講座」や SSH などでの科学技術の専門家による

生徒への継続的なサポートの推進。 

 中学・高校の科学部で生徒が科学研究や課題研究に対して，科学技

術の専門家からアドバイスを受けられる機会の充実。 

 理数系才能教育拠点の構築と地域の高い才能を持つ生徒と，科学技

術の多様な分野の専門家との間をコーディネートするための支援策

の検討。 

サイエンスキャンプや合宿セミナー等への参加機会 

 高い才能を有する生徒が，その才能に合

った高い水準の専門的な指導を受ける機

会や，科学系合宿セミナーやサイエンス

キャンプに参加する機会が不十分であ

る。 

 科学系合宿セミナーやサイエンスキャンプ，数週間かそれ以上に及

ぶような長期のセミナーなど，その領域での才能を伸長させることが

できる機会と，参加可能な生徒数の拡充。 

 専門家による非営利団体が行おうとする自主的な才能育成活動の拡

大と科学技術の専門家による社会的な連携を推進。 

大学入学者選抜時に生徒の科学技術分野での高い才能や優れた実績の重視 

 高等学校の理科教育が大学入学試験の

準備として，実験・探究を軽視した筆記

試験重視の座学に偏向しており，経験を

欠いた学習のため，創造的能力の伸長が

妨げられている。 

 入学者選抜方法の変革を含めた高大接続の進展。 

 大学入学者選抜時に，高い水準の学習機会やコンテスト等にチャレ

ンジしてきたことが有利となるような選抜方法や優遇措置を取り入

れる。 

 大学に附属する高等学校などでの大学教育と直結した高い水準の才

能教育の推進。 

科学技術分野の才能児に対する長期的，継続的な支援 

 小・中・高等学校生の幅広い年齢層の才

能児を対象に一貫した長期的継続的なサ

ポートを提供する事業は存在していな

い。 

 学校やその担当教員に依存しない支援機能の充実策として，地域サ

ポートセンターの設置と生徒の相談，科学技術の専門家によるアドバ

イスの提供，科学コンテスト等にチャレンジする機会の無償提供。 

知的財産に対する理解の促進と生徒や学生の特許取得に対する支援体制の整備 

 科学技術分野の高い才能を有する生徒

に知的財産権に対する認識が低く，生徒

や学生の特許取得に対する支援体制が未

整備。 

 高校生や大学生が取得した特許事例の紹介及び特許取得や知的財産

権保護に関する研修の推進と高校生や大学生による特許出願を支援

する体制の整備。 

科学技術イノベーションの創出に寄与する高度才能人材育成を長期的に育成する戦略 

 課題研究に取り組んだ意欲ある生徒が

大学においてその取り組みを継続でき

ず，大学入学後 1・2 年次における研究機

会の提供が手薄となっている。 

 高校生，学部 1・2年次を対象として，重要な研究領域について，大

学等の研究室が学生を早い段階で受け入れ，継続的な研究機会を提供

 女性研究者が育つキャリアパスの環境整備。 

 能力の高い学生に対する，異分野を融合した研究の展開と発展動向

の認識を深める取り組みの推進。 
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（２）才能を取り巻く環境 

①才能教育に対する社会的な意識 

才能教育の現状と課題 課題の解決に向けて 

 優れた科学技術の育成が極めて重要で

あるという意識を多くの国民が共有して

いる一方，従来の学校での理科教育では

安心できないという国民の意識が高い。 

 SSH，未来の科学者養成講座，科学オリンピック，科学コンテスト，

サイエンスキャンプ・合宿セミナーなどの取り組みについて活動状況

や成果報告など，才能豊かな子どもたちを育成する取り組みの実施状

況や成果を国民に対して，メディアの協力及びインターネットを積極

的に活用するなどして，広く周知する。 

 大学や研究所・企業等の協力による，第一線の科学者や技術者と直

接触れ合う機会の拡充及び，サイエンスカフェの充実。 

 理数系の才能豊かな子どもたちが将来の科学技術の発展を通じた安

心な社会の実現に貢献するという認識を深める取り組みの推進とし

て，国際科学オリンピックなど科学技術系コンテスト受賞者の紹介な

ど，社会全体で子どもたちの活躍を引き出し応援する取り組みを推進

する。 

 人的・物的な教育資源を効果的に活用し，優れた科学技術系人材を

育成しているアピールなど，施策に肯定的でない人々との対話を積極

的に行い，施策への理解を得る取り組みを重視する。 

 シンポジウムを開催及び指導者や子どもたちと交流する機会の設置

を推進。 

 

②才能教育に関わる指導者 

才能教育の現状と課題 課題の解決に向けて 

 才能児に適した学習を成立させるため

の教材や指導法，専門家との連携手法，

心理面や認知面のサポート技能等を習得

した才能教育の専門家としての指導者を

養成するカリキュラムは，現在，国内に

存在しない。 

 人的・機関的ネットワークを構築するた

めのコーディネート機能が地域的にも全

国的にも未整備。 

 才能児に適した学習を成立させるための教材や指導法，専門家との

連携手法，心理面や認知面のサポート技能等を習得した才能教育の専

門家としての指導者を養成するカリキュラムの開発と科学技術系の

才能児に適した教材や指導法の開発。 

 小学校，中学校，高等学校各段階における，才能を効果的に伸長さ

せる教材や指導法について，海外での事例も参考にしつつ，多くの分

野の専門家の協力を得て取り組みを推進する。 

 大学等での才能教育専門家として指導者を養成するプログラムの提

供。 

 各地域と全国規模で，ネットワーク化を推進するコーディネート機

能の整備。（各地の才能児のニーズの把握，地域の人的・機関的なネ

ットワークによる対応）。 

 オランダのプラットフォーム・ベータ・テクニークなど海外の例を

参考とした，全国的なネットワーク化と，財政的支援も含めた必要な

コーディネートを提供する機能の整備。 
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③才能教育に関する調査・研究 

才能教育の現状と課題 課題の解決に向けて 

 子どもの科学技術系の才能とその伸長

に関する基礎研究が進んでおらず，特に

科学技術系の才能の定義と測定法に関す

る知識や才能教育の適時性やその内容，

教材や指導法に関する知見は重要であ

る。 

 人材の需要と供給の状況が定常的に観

測されていない。 

 児童生徒の科学技術系の才能とその育成に関する基礎的研究を進

展。 

 科学技術系の才能の定義と測定法，幼児期や児童期の認知的発達と

科学技術系の才能との関係についての研究及び，科学技術系の才能開

発に脳科学研究の知見を取り入れた研究の推進。 

 SSH をはじめ，未来の科学者養成講座，科学コンテスト，サイエンス

キャンプ，合宿セミナー等の才能を育成しようとする取り組みの有効

性を検証する研究の推進。 

 SSH の卒業生の進路や，その後の社会での活躍の様子等を追跡調査す

るなどして，SSH での取り組みの有効性を検証し今後の展開への知見

を与える研究が必要。 

 才能教育に関して，海外でこれまで行われてきた取り組みの詳細や

研究上の知見を収集・整理して，日本における今後の科学技術系才能

教育の展開に資する情報を提供することが必要。 

 国内外の幅広い研究者の参加を呼びかけるとともに，海外での知見

を広く国内へ情報提供することが有効。 

 才能教育に関する施策の実行規模について有効な示唆を得るため，

分野別科学技術系人材の需給状況の定常的観測など，科学技術イノベ

ーション創出に必要とされる才能人材のサプライとデマンドの分

析・研究の推進。 

 高等学校段階での理数系科目選択者数をはじめとする科学技術人材

育成に関わる基本的な統計情報の整備。 
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